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１．大学等における安全保障輸出管理に関するアンケート調査結果の概要

2011 年 12 月に全国の大学・研究機関に対して実施したアンケート調査の分析結果と、

調査をもとにまとめられた要望事項を掲載する。詳細は、2.「大学・研究機関を対象とした

安全保障輸出管理に関する調査報告書」を参照されたい。

※本解説資料は、平成 24 年 5 月に開催した「安全保障輸出管理に関する情報交換会」で

発表した資料です。
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はじめに 

 

米国においてはオバマ政権の下で、国際競争力の維持向上を目的として、米国の輸出管

理体制の抜本的見直しが進められている。欧米とのＥＰＡを積極的に推進している韓国に

おいても、産業競争力強化のため、輸出管理体制を合理化し、産業界の負担軽減を図って

いる。 

このような中、わが国においても 2010 年の輸出者等遵守基準の施行を受けて、大学等の

高等教育機関および国公立の研究機関では、輸出管理者を定め、輸出管理規程を制定し、

国外への研究機器の持ち出しや外国人留学生・研究者等への技術情報の提供について、管

理体制が整備されつつある。 

大学等の高等教育機関には教育という使命があるので、その性格上研究環境はオープン

なものとならざるを得ず、企業等でこれまで積み上げられてきた様々な輸出管理業務のた

めのシステムやノウハウをそのまま導入できない場面が多々ある。 

実際に各大学で輸出管理を始めてみると、前人未到の地に足を踏み入れた感がある。諸

外国の先進事例を参考にしようとしても、その前提となる法体系や教育・研究環境が異な

るため、わが国にそのまま導入できないケースも多い。各大学は暗中模索し、日々の輸出

管理の業務を進めている。 

このような中、国立大学協会、産学連携学会が経済産業省へ要望書を提出する一方で、

九州地域大学輸出管理実務者ネットワーク、安全保障輸出管理に関する 11 大学連絡会、UCIP

等の団体においては、実務担当者が日頃の輸出管理上の問題について情報交換を行いなが

ら、この困難な課題に取り組み一定の成果を上げつつある。 

本アンケート調査は、大学や研究機関の輸出管理の実態を把握し、ここ数年積み上げて

きた輸出管理実務のノウハウをわが国全体で共有することを第一の目的としている。その

ため、各質問項目は、日常の管理業務の細部にまでおよぶ設問とした。 

本アンケート調査の第二の目的は、制度上の問題点の把握である。実際に輸出管理を進

めていくと、教育研究の現場の努力だけでは解決しがたい問題が明らかになってきた。 

居住者・非居住者の要件とそれに係るガイダンス等における運用指針が複雑であるため、

研究者だけでなく、輸出管理実務者の間でも混乱を引き起こしている。また、「基礎科学分

野」の定義が形骸化していること、輸出管理関係法令が政省令で分散して規定されている

こと等、輸出管理制度そのものに起因する問題も、研究者等への指導や啓発を行う際の大

きな支障となっている。 

そこで本アンケート調査では、このような制度上の問題についても実態を把握し、その

重要性および課題解決に向けた優先順位を明らかにすることとした。これにより政府関係

機関等に対し提言することが可能となった。 

以下の章では、本アンケートの調査結果について報告する。多岐にわたる質問項目にご

回答いただいた大学・研究機関の皆様に、心よりお礼を申し上げる。 
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本調査報告書により、わが国の教育・研究機関の輸出管理体制がさらに整備され、国際

的な教育研究連携を推進するための一助となれば幸いである。 
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第１章 本アンケート調査の目的 

 

2010 年４月の法改正による輸出者等遵守基準に関する省令施行から２年が経過した現在、

各大学・研究機関において、様々な形で安全保障輸出管理体制整備とその運用が行われて

いる。 

このような状況下、本アンケート調査は、国内大学および研究機関の輸出管理の整備状

況や今後の課題を明らかにし、情報の共有とネットワーク形成を図ることを目的として実

施した。 

本アンケート調査で明らかになった課題については、他の安全保障輸出管理に関わる団

体と協議し、具体的な解決策を提言することを目指している。 
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第２章 大学・研究機関を対象とした安全保障輸出管理に関するアンケート調査結果 

 

第１節 調査の対象と方法  

 

１．調査実施対象 

2011 年度に大学・研究機関を対象に、安全保障輸出管理に関するアンケート調査を実施

した。本アンケート調査は、全国立大学 86、公立大学 66、私立大学 71、国立研究所・大学

共同利用機関法人（以下「研究機関」という）32、国立高等専門学校機構１の計 256 機関

を対象とした。 

なお、公立大学については公開メールアドレスが判明した大学を対象とし、私立大学に

ついては、自然科学系および医歯学系の大学院を設置している大学のうち、公開メールア

ドレスが判明した大学を対象としている。 

 

２．調査実施方法 

アンケート調査票は、E-mail にて対象機関の輸出管理担当部署、産学官連携担当部署宛

に送付した。これらの部署が見当たらない場合は、事務局等代表宛とした。記入後は各個

人から E-mail での返送を依頼した。 

なお、発送日は 2011年 12 月 27 日で、締切日は 2012 年１月 20日とした。 

 

第２節 調査票の回収状況 

 

全国の国立大学、公立大学、私立大学、研究機関、および国立高等専門学校機構 256 機

関を対象として実施した本アンケート調査の回収状況は、以下の表のとおりである。回答

数は全体で 106 件であり、約 41.4%の回答率であった。調査票の発送先については次頁の表

のとおりである。 

 

＜調査票回収状況＞ 

対象 対象数 回答数 回答率 

国立大学 86 61 70.9% 

公立大学 66 14 21.2% 

私立大学 71 20 28.2% 

研究機関 32 11 34.3% 

国立高専機構 1 0 0% 

全体 256 106 41.4% 
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＜調査票発送先＞ 

 

国立大学（86機関） 鳥取大学 神戸市看護大学 独協医科大学

北海道大学 島根大学 神戸市外国語大学 埼玉医科大学

北海道教育大学 岡山大学 兵庫県立大学 埼玉工業大学

室蘭工業大学 広島大学 奈良県立大学 日本工業大学

小樽商科大学 山口大学 和歌山県立医科大学 麻布大学

帯広畜産大学 徳島大学 岡山県立大学 神奈川大学

旭川医科大学 鳴門教育大学 尾道大学 神奈川工科大学

北見工業大学 香川大学 県立広島大学 関東学院大学

弘前大学 愛媛大学 広島市立大学 聖マリアンナ医科大学

岩手大学 高知大学 下関市立大学 鶴見大学

東北大学 福岡教育大学 山口県立大学 青山学院大学

宮城教育大学 九州大学 香川県立保健医療大学 北里大学

秋田大学 九州工業大学 愛媛県立医療技術大学 慶應義塾大学

山形大学 佐賀大学 高知女子大学 芝浦工業大学

福島大学 長崎大学 高知工科大学 上智大学

茨城大学 熊本大学 北九州市立大学 成蹊大学

筑波大学 大分大学 福岡女子大学 創価大学

筑波技術大学 宮崎大学 熊本県立大学 拓殖大学

宇都宮大学 鹿児島大学 大分県立看護科学大学 中央大学

群馬大学 鹿屋体育大学 宮崎公立大学 帝京大学

埼玉大学 琉球大学 宮崎県立看護大学 東海大学

千葉大学 公立大学（66機関） 沖縄県立看護大学 東京電機大学

東京大学 釧路公立大学 研究機関（32機関） 東京都市大学

東京医科歯科大学 公立はこだて未来大学 国立歴史民俗博物館 東京理科大学

東京外国語大学 札幌市立大学 国文学研究資料館 日本大学

東京学芸大学 名寄市立大学 国立国語研究所 日本医科大学

東京農工大学 札幌医科大学 国際日本文化研究センター 明治大学

東京芸術大学 青森県立保健大学 総合地球環境学研究所 明星大学

東京工業大学 岩手県立大学 国立民族学博物館 立教大学

東京海洋大学 宮城大学 国立天文台 早稲田大学

お茶の水女子大学 秋田県立大学 核融合科学研究所 新潟工科大学

電気通信大学 国際教養大学 基礎生物学研究所 新潟薬科大学

一橋大学 山形県立保健医療大学 生理学研究所 金沢医科大学

横浜国立大学 会津大学 分子科学研究所 金沢工業大学

新潟大学 福島県立医科大学 国立極地研究所 福井工業大学

長岡技術科学大学 茨城県立医療大学 国立情報学研究所 光産業創成大学院大学

上越教育大学 群馬県立県民健康科学大学 国立遺伝学研究所 愛知工科大学

山梨大学 群馬県立女子大学 宇宙航空研究開発機構 大同大学

信州大学 前橋工科大学 大型放射光施設 中京大学

政策研究大学院大学 埼玉県立大学 海洋研究開発機構 中部大学

総合研究大学院大学 首都大学東京 科学技術政策研究所 豊田工業大学

富山大学 産業技術大学院大学 科学技術振興機構 名城大学

金沢大学 新潟県立大学 高エネルギー加速器研究機構 京都産業大学

福井大学 神奈川県立保健福祉大学 国立教育政策研究所 同志社大学

岐阜大学 横浜市立大学 東京文化財研究所 同志社女子大学

静岡大学 新潟県立看護大学 奈良文化財研究所 立命館大学

浜松医科大学 都留文科大学 日本学士院 龍谷大学

名古屋大学 山梨県立大学 独立行政法人防災科学技術研究所 大阪医科大学

愛知教育大学 長野県看護大学 独立行政法人物質・材料研究機構 大阪電気通信大学

名古屋工業大学 富山県立大学 独立行政法人放射線医学総合研究所 関西医科大学

豊橋技術科学大学 石川県立大学 独立行政法人理化学研究所 近畿大学

三重大学 石川県立看護大学 独立行政法人産業技術総合研究所 摂南大学

滋賀大学 金沢美術工芸大学 独立行政法人国立女性教育会館 関西学院大学

滋賀医科大学 福井県立大学 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 甲南大学

京都大学 岐阜県立看護大学 独立行政法人国立大学財務・経営センター 兵庫医科大学

京都教育大学 岐阜薬科大学 国立高等専門学校（1機関） 岡山理科大学

京都工芸繊維大学 情報科学芸術大学院大学 独立行政法人国立高等専門学校機構 九州産業大学

大阪大学 静岡県立大学 私立大学（71機関） 久留米大学

大阪教育大学 愛知県立大学 千歳科学技術大学 産業医科大学

兵庫教育大学 名古屋市立大学 北海道医療大学 福岡大学

神戸大学 三重県立看護大学 北海道工業大学 福岡工業大学

奈良教育大学 滋賀県立大学 岩手医科大学 長崎総合科学大学

奈良女子大学 京都府立大学 東北学院大学 東京農業大学

和歌山大学 京都府立医科大学 いわき明星大学

北陸先端科学技術大学院大学 大阪府立大学 足利工業大学

奈良先端科学技術大学院大学 大阪市立大学 自治医科大学

調査票発送先（全256機関）
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第３節 アンケート調査結果 

 

１．輸出管理の規程およびその周知・運用 

 

Q１）輸出管理規程は施行されていますか？ 

全体として約半数が施行済みとなっている。 

研究機関の９割、国立大学の６割強が規程を制定し、施行しており、国立大学について

施行予定を含めると８割近くになるが、公立大学は施行予定を含めても 35%、私立大学は

20%にとどまる。 

  

図 1 輸出管理規程の施行状況 

 

その他 

検討中 11 件 

学内通知のみ 1 件 

規程なし 2 件 

未記入 2 件 

 

各機関とも輸出管理規程に関してはある程度前向きに取り組んでいることがわかる。そ

の一方で、「規程を施行する予定なし」と答えたものが回答数全体の約 22%ある。今回のア

ンケート対象が国公立大学と研究機関、自然科学系および医歯学系大学院を有する一部の

私立大学を対象としたアンケートであることを鑑みれば、輸出管理規程を制定しない理由

は不明であるが注意喚起が必要と思われる。「その他」の自由意見について見ると、私立・

公立大学では約 40%が現在検討中と回答している。 

参考までに、経済産業省および文部科学省の施策と大学等が輸出管理体制を整備した時

期の相関を図２に示す。国立大学では 2010 年４月の輸出者等遵守基準の施行を境に体制整

備へとシフトしており、研究機関との取り組み開始時期に差がある。 

 

Q1.輸出管理規程は施行されていますか？ 
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図 2 輸出管理規程の施行状況（経済産業省・文部科学省の施策との対比） 

 

図３、図４は、年度別に体制整備の状況を表したものである。少子化に伴う留学生の増

募などグローバル展開を視野にいれた整備が進みつつある国立大学に比べ、公立・私立大

学においては危惧せざるを得ない状況にあるといえよう。 

研究機関においては、2005 年４月１日付け経産省通達以前から輸出管理に関する規程の

整備が進んでいたことがわかる。国立大学は 2010年４月１日施行が最も多く、2011 年度以

降、公立・私立大学においても規程が施行されるようになってきた。 

 

図 3 輸出管理規程の制定時期（年度別合計） 

 

施行予定 

 ～2004  2005  2006   2007  2008   2009   2010  2011   2012  2013 （年度） 

輸出管理規程制定時期（年度別合計） 
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図 4 輸出管理規程の制定時期（年度別累計） 

 

 

Q２）【Q１）の回答が①の方】輸出管理規程はウェブ上で公開していますか？ 

輸出管理規程を施行しているほぼすべての機関が規程をウェブ上で公開していると回答

している。規程を施行している国立大学の６割が規程をウェブ上で一般公開していると回

答している。 

 

図 5 輸出管理規程のウェブ上での公開状況 

 

 

Q３）以下の項目について、輸出管理において重要性と難易度が高いと思われるものに、〇をつ

けてください。（複数回答可） 

全回答を見ると「留学生や外国人研究者への研究指導」「研究試料などの外国への持ち出

し」「外国の大学や企業との共同研究」が重要性・難易度ともに高いとする機関が多い。人・

物・技術それぞれの輸出（国外移動・流出）の問題が重要であり、かつ管理が難しいとす

る機関が多いということが明らかとなった。「外国の大学や企業との共同研究」の重要性と

施行予定含む 

～2004  2005  2006   2007  2008   2009   2010  2011   2012  2013 （年度） 

輸出管理規程制定時期（年度別累計） 

Q2.【Q1①の場合】輸出管理規程はウェブ上で公開していますか？ 
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難易度が高いとする公立大学が比較的少ないのは、国際共同研究の実例が少ないためでは

ないかと考えられる。 

  

図 6 輸出管理の「重要性」と「難易度」 
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共同研究 

協定 

協定 

協定 
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Q４）Q３）の①～⑥の事項のほかに、重要性および難易度が高いと思われる事項があればご記

入ください。 

この設問については、「留学生・研究者の受入れ」と「教職員への周知」が重要性および

難易度が高いとする意見が多かった。 

Ｑ４①およびＱ４②からわかるとおり、“人”に関する項目の件数が多かった。Ｑ３の設

問と合わせて考えても、全般的に研究者や留学生等の“人”に関する管理が重要であり、

同時にその管理は困難であると感じていることがわかる。自由意見では“教育”に関する

項目も重要だと感じている機関が多かった。 

 

重要性が高いと思われる事項 

“人”に関する事項 8 件 

  ・懸念国、国連武器禁輸国・地域及び外国ユーザーリストからの留学生、外国人研究者受入 

   れ（雇用・招聘含む） 

  ・退職した教員の海外機関への就職、留学生の帰国時チェック 

  ・留学生受入れの判断 

“教育”に関する事項 4 件 

  ・教職員、学生への周知徹底 
 

“技術”に関する事項 5 件 

  ・機微技術の情報管理（メール、スパコン使用等） 

  ・海外出張 

難易度が高いと思われる事項 

“人”に関する事項 5 件 

  ・懸念国、国連武器禁輸国・地域及び外国ユーザーリストからの留学生、外国人研究者受入 

   れ（雇用・招聘含む） 

  ・在外公館による事前チェックがないこと 

“教育”に関する事項 2 件 

  ・教職員、学生への周知徹底 

“技術”に関する事項 3 件 

  ・該非判定、研究の応用性の把握  

  ・メールやクラウドを利用した技術提供  
 

“貨物”に関する事項 3 件 

  ・研究機材の海外発送、出荷管理 

 

Q５）学内周知を目的としたパンフレット類を大学で作成していますか？     

大学内等の内部周知を目的としたパンフレット類を作成しているのは、国立大学および

研究機関で４割超、作成予定を含めると６割を超える。公立・私立大学について見てみる

と、作成していると回答したものは１割に満たず、作成予定を含めても３割程度である。 

パンフレット類は、周知のためのツールとしては大変効果的であると考えられるので、

各大学・研究機関の実情に即して独自に作成することが望ましいが、独自に作成するのが

困難な場合は、経産省が配付している「安全保障貿易管理ハンドブック」等を利用するの

が得策と考えられる。 
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図 7 輸出管理パンフレットの作成状況 

 

 

Q６）【Q４）の回答が①の方】パンフレット類はウェブ上で公開していますか？ 

学内周知を目的としたパンフレット類を作成している国立大学・研究機関のうち、それ

ぞれ約２割が一般公開しており、６割が機関内限定で公開している。 

 

図 8 輸出管理パンフレットのウェブ上での公開状況 

 

 

Q７）輸出管理において使用している管理帳票にはどのようなものがありますか？（複数回答可） 

全回答のうち半数近くが「取引前に教職員が取引内容を記入する一次審査用の書式」が

あるとしており、全回答の 1/3 以上が「二次審査用の書式」があるとしている。公立大学

の５割超、私立大学の８割近くが特に書式がないと回答している。 

 公立大学および私立大学においては、具体的な案件がないか少ないために管理帳票がな

いものと考えられる。 

 

 

Q5.学内周知を目的とした輸出管理パンフレット類を作成していますか？ 

Q6.【Q5①の場合】輸出管理パンフレット類はウェブ上で公開していますか？ 
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図 9 輸出管理 管理帳票の種類  

 

その他の書式 

誓約書 3 件 

取引審査票 3 件 

監査報告書 2 件 

相談記録用紙 3 件 

検討中 2 件 

その他（*） 10 件 

*大型計算機利用申請書、外国出張にかかる携行物申告書など 

 

Q８）【Q７）の回答が①～④の方】管理帳票はウェブ上で公開していますか？ 

管理帳票については、内部公開が全体の 67%であるのに対し、一般公開をしているのは４

国立大学のみで全体の６%に程度にとどまっている。 

 

図 10 輸出管理 管理帳票のウェブ上での公開状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q8.【Q7①～④の場合】輸出管理 管理帳票はウェブ上で公開していますか？ 
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Q９）学内の申請手続きを電子化（ペーパーレス化）していますか？ 

学内や研究機関内部の申請手続きの電子化（ペーパーレス化）を行っているのは、全体

の６%程度（４国立大学、２研究機関）であり、電子化を検討している機関を含めても 15%

程度に過ぎない。 

先進的な取り組みをしている電子化システムがあるのであれば、それが全国の機関に普

及するような仕組みの構築を検討すべきであろう。 

なお、Ｑ９の質問では、「申請手続き」、「電子化」、「ペーパーレス化」の３つの用語が使

われており、回答者によっては、この３点の解釈にばらつきがあったものと推察される。

以下のような設問を設定すべきであった。 

1）申請者が帳票をワードやエクセルで作成し、電子メールに添付したものを授受して 

   いる。 

2）学内ウェブ上で、ウェブ帳票として利用可能にし、申請者はインプット後オンライ 

   ンで提出できる。 

3）申請・承認手続きを「電子ワークフロー定義」し、電子承認等もシステム化されて 

   いる。 

 

図 11 輸出管理申請手続きの電子化状況  

 

 

２．輸出管理体制と啓発活動 

 

Q１０）輸出管理はどの部署が主に担当していますか？（複数回答可） 

 全回答の４割弱が、産学連携関連部署が輸出管理を担当していると回答しており最も多

い。主に知財関連部署が担当しているものが 20%強、主に留学生支援関連部署が担当してい

るものが 10%強である。独立した輸出管理専門部署のある機関は５%程度（５国立大学・３

研究機関）にすぎない。 

「⑤その他」の回答については、“特になし”又は“未定”というような付記があるもの

Q8.【Q7①~④の場合】輸出管理書式は web 上で公開していますか？ 

Q9.学内の輸出管理申請手続きの電子化（ペーパーレス化）していますか？ 

̶ 40 ̶



12 

 

が多数であり、そのように回答した約８割は公立大学・私立大学である。 

輸出管理が進んでいる企業側とのつながりが深い産学連携関連部署が担当した方が輸出

管理体制の構築・運用が進むとの考えもあるようであるが、輸出管理業務はコンプライア

ンスを扱う業務であり、営業的色彩の強い部署には向かないという考え方もある。また、

留学生や外国人研究者の受入れなど幅広い分野に対応できる部署として、コンプライアン

ス専門の部署や、規則等を管理する総務関連部署が担当するという考え方もある。 

一方、産学連携関連部署や知財関連部署は、全学の共同研究の遂行状況をタイムリーに

把握しているため、研究現場でのヒト・モノ・カネの動きにより、輸出管理上のリスクを

早い段階で察知することができるというメリットもある。 

 

図 12 輸出管理担当部署  

 

 

その他の部署 

研究推進・支援部署 12 件 

特になし・未定  10 件 

国際交流関連部署 3 件 

企画・総務担当部署 3 件 

安全全般の管理部署 1 件 

リスクマネジメント部署 1 件 

法務室  1 件 

財務系部署 1 件 

担当教員本人 1 件  

※重複回答あり  

 

Q１１）輸出管理部門に輸出管理専門又は専任の教員又は職員はいますか？（複数回答可） 

輸出管理専門・専任の教員または職員を置いているのは、全体では３割弱にとどまる。

研究機関では７割以上が専門・専任の職員を置いているのに対し、国立大学では、教職員

を合わせても３割程度であり、そのうち、専門・専任の教員を置いているのは、１割の６
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大学のみである。 

大学全体で専門・専任の教員または職員を置いている割合が低めにとどまっている理由

をさらに分析することも、今後の課題であると考えられる。予算の問題もあるであろうし、

大学が安全保障輸出管理を専門的に扱うことの意義についての認識の問題もありえよう。 

 

図 13 輸出管理専任教員又は職員の有無  

 

 

Q１２）輸出管理の兼任教員又は職員はいますか？（複数回答可） 

兼任の教員か職員を置いているのは全体の半数超であり、兼任の教員を置いているのは

全体の約 1/4、兼任の職員を置いているのは全体の約 1/3 である。研究機関の７割で兼任の

職員を置いている。 

 

図 14 輸出管理兼任教員又は職員の有無 
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図 15 輸出管理業務に従事している教職員数（専任・兼任合計） 

 

輸出管理を担当している教職員の人数は、１～３名の機関が最も多い。その一方で、10

名以上の教職員が従事していると回答している大学も少なくない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人以上 

輸出管理業務に従事している教職員数（専任・兼任合計） 
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Q１３）外部の輸出管理専門家をコンサルタントとして利用していますか？ 

輸出管理に関して外部の専門家をコンサルタントとして利用している機関は、全体の１

割程度にすぎない。その他の意見としては「ＣＩＳＴＥＣを利用する予定」と回答した機

関が多かった。 

 

図 16 外部の輸出管理専門家のコンサルタントとしての利用状況 

 

その他 

CISTEC を利用する予定 4 件 

検討中  3 件 

不明 1 件 

 

Q１４）新任教職員の研修で、輸出管理の説明は行っていますか？（複数回答可） 

新任教員研修または新任職員研修で輸出管理の説明を行っている機関は全体の３割弱に

とどまっているが、これを機関別に見ると、研究機関では新任教員研修で輸出管理の説明

を行っている研究機関が全体の３割（４件）、新任職員研修で輸出管理の説明を行っている

研究機関が全体の４割強（５件）となっている。 
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図 17 新任教職員の研修での輸出管理の説明状況   

 

 

Q１５）学生に対し、輸出管理に関する説明会等を行っていますか？（複数回答可） 

学生向けに輸出管理に関する説明会等を行っているとする機関は、全体の２割弱にとど

まっている。「輸出管理の講義をカリキュラムに組み入れている」との回答が全体の約３% 

（３国立大学）、「輸出管理の説明会を行っている」との回答が約１割、「他のセミナー・

ガイダンス等の機会で説明している」との回答が４%である。「今後予定している」との回

答が約１割あるが、「当面行う予定がない」との回答が約６割にのぼっている。 

 

図 18 学生への輸出管理の説明 

 

 

 

 

 

 

̶ 46 ̶



18 

 

その他 

検討中  5 件 

パンフレット等の教材を公開 2 件 

担当教員による指導 2 件 

教職員研修会への出席  2 件 

講義で紹介 1 件 

留学生のみに対応 1 件 

  

３．留学生・外国の研究者の受入れ 

 

Q１６）留学生を受け入れる場合、どのタイミングで輸出管理上の確認を行っていますか？ 

＜国費留学生＞ 

国費留学生を受け入れる際の輸出管理上の確認については、全体としては、「指導教官が

受入れの可能性について打診を受けた時に確認する」とするものが最も多く、約４割であ

った。「願書を受理して入試を実施するまでの間に確認」とするものが約１割で、これに続

いている。 

これを機関別にみると、国立大学の場合「指導教官が受入れの可能性の打診を受けた時

に確認する」とするものが５割程度であるのに対し、私立大学の場合は１割に過ぎなかっ

た。公立大学は、国立大学と私立大学の中間の数値であった。留学生受入れのための輸出

管理上の確認については、その確認時期が早ければ早いほど、大学側と留学生の側の双方

にとって問題がある場合の代替手段の検討が容易になるため、早い時点で確認する必要が

ある。 

研究機関は、受入れ可能性打診時に確認するものが最も多く、約６割であった。 

 

図 19 留学生受入れの際の輸出管理上の確認のタイミング（国費留学生）  
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その他 

行っていない 16 件 

検討中 7 件 

必要に応じて対応 1 件 

部局によって対応が違う 1 件 

機関に打診があった時点 1 件 

教員からの相談時 1 件 

文科省に推薦する時点 1 件 

合格発表～入学手続の間 2 件 

入学許可～渡日前 1 件 

入国審査時  1 件  

 

＜一般入試＞ 

一般入試の場合も、調査結果は国費留学生の場合とほぼ同様の状況であった。 

一般入試の留学生受入れの際の輸出管理上の確認については、2010 年６月 23 日付の国立

大学協会教育・研究委員会の提言書「大学における技術提供にかかる安全保障貿易管理に

ついて」において指摘されているように、入国時のスクリーニングを大学だけに担わせる

ことは困難である。 

研究者・留学生のスクリーニング体制としては、米国の領事館官吏による一次スクリー

ニング、Visa Mantis Program による二次スクリーニング、ＡＡＵ（米国大学協会）の提言

（スクリーニングは査証発給システムにおいて行われるべきであり、出口管理を大学に求

めるのであれば Visa Mantis Program の趣旨と整合性のある判断基準を提示すべき）、英国

のＡＴＡＳ（Academic Technology Approval Scheme）がある。これらを参考にして、外務

省、経済産業省、法務省、文部科学省等の関係官庁と大学が協力体制を構築し、必要な情

報を相互に提供できる仕組みを作ることが必要であると思われる。外国人留学生の受入れ

可否の判断基準や審査手順を個々の大学に委ねることには無理があるので（cf.東工大事

件）、「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス」等の中で明確に定めることを今

後検討する必要がある。 

また、開示する技術内容が詳細に特定されておらず、公知技術情報の提供が主となる学

部へ入学する外国人留学生の取扱いについては、大学院とは異なる判断基準と管理手続き

を検討する必要があるものと思われる。 
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図 20 留学生受入れの際の輸出管理上の確認のタイミング（一般入試）  

 

その他 

行っていない 18 件 

検討中 8 件 

必要に応じて対応 1 件 

部局によって対応が違う 1 件 

機関に打診があった時点 1 件 

教員からの相談時 1 件 

入学許可～渡日前 1 件 

  

Q１７）人文系等の留学生等に対しても、受入れの際に輸出管理上の確認を行っていますか？ 

人文系等の留学生に対する輸出管理上の確認の有無については、国立大学では約７割が

確認しているのに対し、公立大学と私立大学では、輸出管理上の確認はほとんどで行われ

ていないことが明らかとなった。人文系等の留学生のように、該非判定に関わるような技

術の開示がないことが明らかな場合は、実際の運用レベルで自然科学系の学部とは異なる

簡便な管理手法が工夫されるべきであろう。 

 

図 21 人文系等の留学生受入れの際の輸出管理上の確認状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q17.人文系の留学生に対しても、受入れの際に輸出管理上の 

確認を行っていますか？ 
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Q１８）外国ユーザーリスト掲載機関からの留学生等（過去に所属していた場合も含む）を受け入

れる際、特別な対応をしていますか？ 

外国ユーザーリスト掲載機関からの留学生等を受け入れる際の対応については、国立大

学では５割が特別な対応をしているのに対し、公立大学と私立大学では特別な対応をして

いる大学は少なかった。研究機関では、特別な対応をしていないケースは１件のみで管理

水準の高さがうかがわれる。 

Ｑ１９の設問の研究機関の調査結果を勘案すると、研究機関では、外国ユーザーリスト

掲載機関であるか否かを問わず厳格な管理がなされているものと思われる。 

外国ユーザーリストは少なくとも年１回は改訂されるので、入学後でも継続的に最新の

リストを確認することが必要である。また、ユーザーリスト掲載機関として指定される前

に受け入れ、後に指定された場合の取扱いについては、別途対応方針を検討しておく必要

がある。 

 

図 22 外国ユーザーリスト掲載機関からの受入れの際の対応

 

 

対応方法 

用途要件確認  11 件 

需要者要件確認  10 件 

経産省に確認 6 件 

受入教員への個別指導対応 5 件 

該当する事例なし 4 件 

該非判定 2 件 

外国ユーザーリストの確認  3 件 

事前確認手続き 2 件 

誓約書提出 2 件 

受け入れない 2 件 

その他 8 件 
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Q１９）外国人研究者を受け入れる際に、輸出管理上の確認を行っていますか？ 

外国の研究者を受け入れる際の輸出管理上の確認の有無については、研究機関ではすべ

ての機関において確認が行われていた。一方国立大学では、約７割が輸出管理上の確認を

しているのに対し、公立大学と私立大学では、２割前後しか確認をしていないことが明ら

かになった。 

現在の大学、特に公立、私立大学の外国人研究者の受入れ体制は未整備であるので、今

後関係官庁の協力のもと学内の輸出管理体制を整備するとともに、輸出管理の必要性につ

いての啓発教育をさらに促進する必要がある。 

 

図 23 外国の研究者受入れの際の輸出管理上の確認状況 

 

 

４．居住者・非居住者要件 

 

Q２０）学内での審査において、居住者の要件を満たしていれば無条件で輸出管理の対象外とし

ていますか？ 

各機関とも、2009 年の外為法改正および、2010 年２月の「安全保障貿易管理に係る機微

技術管理ガイダンス」の改訂を受けて、輸出管理体制の整備を進めているものと思われる

が、その一方で、約３割の機関が居住者要件を満たしていれば、無条件に輸出管理の対象

外としていることが明らかとなった。外為法改正後の居住者要件と他の関連規定との関係

について、実務担当者の間で解釈に混乱があるものと思われる。 

現行の外為法では、安全保障上懸念がある技術を外国に対して提供することを目的とす

る取引（対外取引）を広く規制対象としている。対外取引であるか否かについては、地理

的な観点（外国に対する技術提供か否か）、人的な観点（非居住者に対する技術提供か否か）

の双方から判断し、その両方あるいはいずれか一方に該当すれば、規制対象となる対外取

引となる（外為法第 25 条第１項）。さらに、このような規制対象となる取引に関して行わ
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れる技術の持ち出し行為についても、補完的な規制対象となっている（同条第３項）。 

大学関係者向けに居住者要件と外為法第 25 条第１項および第３項との関係についてわか

りやすい解説をすることが必要であると思われる。可能であれば、欧米諸国等の立法例も

参考にし、居住者要件そのものを全面的に見直すことも検討すべきであろう。 

 

図 24 学内輸出管理審査における居住者要件 

 

 

Q２１）来日後6ヶ月を経過した居住者でも、外国において技術を再提供することがあらかじめわか

っている場合やその可能性がある場合には、規制対象の技術か否かについて確認する必要があ

ります。提供した技術が再提供される可能性があるか否かどのように確認していますか？（複数

回答可） 

提供した技術が再提供される可能性の有無の確認については、居住者・非居住者を区別

せず確認しているとするものが、研究機関で約８割と最も高く、国立大学が４割でこれに

続いている。公立大学と私立大学では、居住者・非居住者を区別せず、確認すると回答し

たものが１割程度となっていることが明らかとなった。経済産業省が作成した大学・研究

機関向けの輸出管理啓発リーフレット（「先生!ちょっと待ってください!!」）等では、居住

者要件について一切記載されておらず、研究者等にもわかりやすいものとなっている。ま

た、共同研究契約書における輸出管理条項についても、経済産業省から居住者要件の記載

を削除するよう指導がなされているところである。 

 「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス」等においても、居住者要件に関す

る記述を管理の実態に即した、わかりやすく明瞭なものに改訂することが必要であろう。 

 

 

 

 

Q20.学内での審査において、居住者の要件を満たしていれば 

無条件で輸出管理の対象外としていますか？ 
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図 25 居住者による技術の再提供の可能性の輸出管理上の確認 

 

その他の方法 

教職員からの申請や相談があった場合確認 

個々の教員が対応 

 

Q２２）【Q２１の回答が①～③の方】技術が再提供されることがわかっている場合、どのように輸出

管理を行っていますか？（複数回答可） 

技術が再提供されることがわかっている場合の管理方法については、「再提供予定の技術

内容の輸出管理上の規制の有無を確認する」としたものが全体で７割弱を占め、「誓約書へ

の署名を依頼するなど、本人への注意喚起を行う」とするものが約２割でこれに続いてい

る。この種の管理は教育研究機関である大学にはなじみにくいものであるので、大学の運

用の実態に即した管理手順と書式を今後検討していく必要があるものと思われる。 

 

図 26 技術の再提供の際の輸出管理 
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対応方法 

行っていない 3 件 

該当の場合、経産省へ許可申請を行う 1 件 

検討中 1 件 

 

2009 年の居住者要件に関する外為法の改正により、実際に輸出管理をする際に判断に迷

うケースが出てきている。 

安全保障輸出管理は、外為法第１条に記載のとおり「必要最小限の管理または調整を行

うことにより、対外取引の正常な発展、並びにわが国または国際社会の平和及び安全の維

持を期す」ことを目的としている。なぜ法令やその解釈において「必要最小限の管理」と

なっているのか、その原点に立ち返って考えてみる必要があるものと思われる。 

 

５．該非判定 

 

Q２３）該非判定の際、どのようなツールを活用していますか？（複数回答可） 

本設問では、実際に該非判定を実施するに際して使用するツールについて、質問した。 

 

＜書籍＞ 

書籍については、例示した８種類の参考書籍のうち①の「項目別対比表」が他の書籍に

比べ２倍程度使用されており、多くの機関で利用されていることがわかった。 

機関別にみてもその傾向に変化はないが、特徴的であるのは、公立大学においてはＣＩ

ＳＴＥＣが販売する書籍類の利用はあるものの、⑥と⑦の日本機械輸出組合発行の２誌に

ついて利用していないこと、また⑨その他を選択して、「実務が発生しない」という理由を

挙げる回答割合も、国立・私立に比して高くなっており、以下<ウェブサイト><外部機関へ

の問合せ>においても同様の傾向となっている。 

なお、⑨「その他」では、例示以外の参考書籍について記載を求めたが、各大学種別と

も「実務がまだ生じていない」とした記載が多かったのに対し、研究機関においては「判

定事例がない」という回答はないところからも、大学よりも逼迫した輸出案件が存在する

ことをうかがわせている。 
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図 27 該非判定の際のツール＜書籍＞ 

 

その他のツール 

特になし 6 件 

事例がない 4 件 

検討中 3 件 

役務取引許可申請手続マニュアル 1 件 

 

＜ウェブサイト＞ 

ウェブサイトについては、３例を示したが、⑩経産省の貨物・技術マトリクス表が約 65%

を占め、続いて⑪ＣＩＳＴＥＣの各種メニューが約 20%で、⑫日本技術士会ＣＰ＆ＲＰセン

ターは少数にとどまった。なお、⑪ＣＩＳＴＥＣの各種メニューについては利用メニュー

の記載を求めているが、該非判定便利帳など無料コーナーのほか、該非判定コーナーや 

ＣＨＡＳＥＲ情報などを含む総合データベースの利用もみられた。総合データベースは、

ＣＩＳＴＥＣの大学会員制度(有料)に加入している大学が、別途月額利用料を支払うこと

により利用することができる。 

 

機関別にみれば、公立・私立大学の約７割が⑩と⑪のサービスを利用しているものの、

約３割が⑬その他を選択して、<書籍>と同様に「実務がまだ生じていない」とした記載が

多くみられ、サービス利用がほぼ９割の国立大学および 100%の研究機関と明らかな差がみ

られる。 
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図 28 該非判定の際のツール＜ウェブサイト＞ 

 

各サイトのメニュー  その他 

経産省 FAQ 事例なし 8 件 

CISTEC 

該非判定コーナー 検討中 1 件 

総合データベース その他 1 件 

該非判定便利帳  

輸出管理基本情報 

CHASER 情報 

FAQ 

 

＜外部機関への問合せ＞ 

外部機関への問合せについては、４例を示したが、⑭購入先、⑮ＣＩＳＴＥＣ、⑰経産

省で９割を占めた。⑭と⑮はそれぞれ 35%と 16%で、⑭が購入先に該非を確認するというこ

とから、貨物の輸出に関する資料収集と考えられ、相当数の貨物に関する輸出案件が存在

していることがうかがえる。 

機関別にみると、国立大学と研究機関では、⑭購入先および⑰経産省の割合が拮抗して

いるが、公立・私立大学では、⑭購入先よりも⑰経産省が高い割合となっており、貨物よ

りは技術、もしくは貨物・技術の扱いに関する相談案件を抱えているものと思われる。 

また、公立大学の回答の 45%が⑱その他であり、<書籍>と<ウェブサイト>と同様に「実務

がまだ生じていない」としている。これは国立・私立大学、研究機関に比して具体的な輸

出案件が少ないかまたは表面化していない可能性もあるものと考えられる。 
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図 29 該非判定の際のツール＜外部機関への問合せ＞ 

  

その他 

事例なし  7 件 

検討中  3 件 

公安へ問い合わせる 1 件 

輸出管理アドバイザーに問い合わせる 1 件 

未対応  1 件 

 

Ｑ２３では、実際に該非判定をする際に使用するツールについて、ＵＣＩＰとして想定

しうる選択肢を示した上での質問とした。 

数年前、大学が安全保障輸出管理体制の整備について経産省から啓発研修を受けていた

時期、必ずといっていいほど産業技術総合研究所の安全保障輸出管理担当者が実例講師と

して同伴していた。そのため、大学からみれば、産総研をモデルとした独立研究機関の方

が輸出管理体制が進んでいるのではないかと考えるのが一般的であろう。 

今回のＱ２３では、安全保障輸出管理の諸事参照ツールという点での比較ではあるが、

体制整備の進む大学にあっては、研究機関と大差ない構成比で参照ツール等を利用してお

り、このことだけをとらえれば、<書籍>等調査３項目において、「その他」として「実務が

生じていない」と記載した大学以外の回答は、いずれも相応に整備された体制を予想する

に難くない。 

なお、蛇足ながら、ＣＩＳＴＥＣは本来、中小企業等の安全保障輸出管理支援に軸足を

置いた財団であるが、数年前から経済産業省とともに大学の安全保障輸出管理についても

啓発活動を始め、2010 年には、それまで企業に提供してきた諸々のサービスを大学も利用

できるようにと大学会員の制度を創設し、現在 23 機関(うち国立大学 17 機関)が会員とな

っている。 

そういった啓発活動との関連も考え合わせれば、大学等の担当部署もしくは担当者の輸
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出管理に関する問題意識や知識レベルは、格段に上がっているものと考えられる。 

            

Q２４）研究に使用する機器の購入の際、メーカー等に該非判定書の提出を要求していますか？ 

Ｑ２４では、研究機器を購入する際の該非確認処置について質問した。 

この回答で顕著なのは、大学は研究機器の購入当初に該非確認を実施することに消極的

で、相応に体制整備されつつある国立大学でも 15%程度が取り組んでいるだけである。一方、

研究機関ではその割合は 50%にもなり意識が高い。Ｑ２３との相関を取るとするなら、<外

部機関への問合せ>に近似しており、大学では貨物よりも貨物以外(先端技術や留学生)のほ

うに重きを置いているようにみえる。 

また、その他の自由意見では、「輸出する際に要求する」といった回答が見られ、消長激

しいメーカーの製品に対しては後手を招く恐れもあり、若干の懸念を抱かざるを得ないと

ころである。 

 

図 30 機器購入の際の該非判定書の要求   

 

対応方法 

輸出する際に要求 5 件 

必要に応じて要求 4 件 

入手を推奨 2 件 

可能性の高い機器について要求 1 件 

検討中 4 件 

未実施 1 件 

 

Q２５）例外規定の一つである基礎科学分野の研究活動について、どのような取り扱いをしていま

すか？（複数回答可） 

Ｑ２５では、例外規定のうち、物議をかもしやすい「基礎科学分野の研究活動の例外規

定適用」の扱いについて質問した。 
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①の基礎科学分野か否かに関わりなく全てチェックするとした機関が、研究機関で９割

に達し、国立大学で５割強に達している。逆に公立・私立大学はともに１割と全件チェッ

クには否定的である。 

②の「具体的な製品の開発等を前提としていなければ例外規定適用可としている」とい

う回答は、経産省の「基礎科学分野とは具体的な製品の開発を伴わない原理原則を科学的

に探求するもの」という解釈を換言したものであるが、私立大学で３割、国立大学で２割、

公立大学・研究機関で１割と少数であった。 

③の「企業との共同研究契約でなければ例外適用可」という回答は、企業との研究が往々

にして製品開発に直結していることを理由に基礎科学分野の研究とはみなさないという見

解で、ある意味②と対になる概念である。企業との接点が格段に多い研究機関では、特に

この観点での回答はなかった。 

 

図 31 基礎科学分野の取扱い 

  

その他 

事例がない 12 件 

検討中 5 件 

教員が判断 3 件 

輸出管理部署に相談 2 件 

総合的に判断  2 件 

 

Ｑ２５の回答で驚くのは、①の基礎科学分野と言わず全てチェックするとした機関が大

変多いということである。数年前まで、国立大学を含む多くの試験研究機関は、直接的な

物の開発・製造をしないのだから基礎科学分野に位置する、と主張して輸出管理の導入に

は消極的な傾向が見受けられたが、2009 年の外為法改正と 2010年の輸出者遵守基準の導入
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によって大きく様変わりしている。実際、2009 年の筑波大学のアンケート調査では、輸出

管理導入の阻害要因として人的要因を挙げ、輸出管理導入に否定的な見解を示す国立大学

が多数派だったが、Ｑ１の結果が示すように、それから３年たった今は輸出管理規程を整

備した国立大学が過半数を超えたばかりでなく、全件チェックを標榜する機関が多数派と

なった。 

なお、①から③および④その他の自由記載の意見まで、どれがよいという議論はできな

いが、経産省が具体的な表現の変更をしない限り、例外扱いとすべき「基礎科学分野」は

混迷の中にあり、それをどのように理解し設定するかは、各機関の今後の輸出管理の出来

不出来を左右することにもなる。 

また、蛇足ながら、④その他に記載された意見には、(輸出者の)自己判断に任せる、と

する意見もあったが、該非判定は、該非の判定を下すに足るエビデンスのうえに管理者が

適切に判断したものとして扱われるので、管理者権限を有するご担当の方は、くれぐれも

ご注意いただきたい。 

 

Q２６）教職員の海外出張の際に、学内のどの部署で渡航先や目的、携行品の確認を行っていま

すか？ 

Ｑ２６では、海外出張等の人の移動に伴う技術流出の懸念への対処について質問した。

もちろんこれは公的な業務出張であるので、通常の外国出張伺等のルーティンワークに収

まっているものと想定しての質問である。 

大学においては、①所属事務部門または②輸出管理担当部署が実施しているという回答

があわせて２割程度であり、③自己確認については、私立大学を除いて過半数を占めてい

る。 

また、④その他の自由記述では、①②であっても実際の携行物管理は未実施というとこ

ろも散見される。 

 

図 32 海外出張の際の輸出管理上の確認  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q26.教職員の海外出張の際に、学内のどの部署で渡航先や目的、 

携行品の輸出管理上の確認を行っていますか？ 
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その他 

行っていない  9 件 

検討中 5 件 

部局によって対応が異なる 1 件 

国際部門で確認 1 件 

研究・産学連携支援室で確認  1 件 

総務課で確認  2 件 

複数の組織で確認 2 件 

 

Ｑ２６では、海外出張等の人の移動に伴う技術流出の懸念についてどのように取り扱っ

ているのかを質問したが、この設問の背景として、経産省の説明会でＵＳＢ１個の海外出

張への携行が例示されるという事実がある。 

外国出張者の出張先での活動すべてが技術移転の対象となりうるという観点からすると、

研究機関に比べ大学の管理体制は脆弱なものだと言わざるを得ない。自主管理の具体的な

方法はともかく、大学等のグローバル化がより進展しようという時代にあって、大学が実

質的な管理体制をとらないということは、国際社会でのリスク要因となる。 

 

６．国際交流協定 

 

Q２７）国際交流協定締結の際、輸出管理の観点から相手先および交流協定内容に関する審査を

行っていますか？ 

Ｑ２７では、国際交流協定締結に際して、輸出管理上のチェック(相手先と協定内容)を

しているかどうか質問した。 

これについても、国立大学で 20%、私立大学で５%のチェック率であり、公立大学ではノ

ーチェックとなっている一方、研究機関では 75%がチェックするとしており、Ｑ２６と同様

に大学群が著しく低い結果となっている。 

 

図 33 国際交流協定締結の際の輸出管理上の審査 
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その他 

必要に応じて対応 7 件 

複数の部署で対応 1 件 

事前に専門部署へ相談 1 件 

外国ユーザーリストの確認 1 件 

検討中 1 件 

締結していない  1 件 

対応していない 3 件 

  

Ｑ２７では、国際交流協定締結に際して、輸出管理上のチェック(相手先と協定内容)を

しているかどうか質問した。経産省のガイダンス(2010 年２月改訂版)では、研究協力協定

締結に際し用途や相手先等を確認するよう指導し、さらに契約書等に輸出管理条項を明記

するよう推奨しているところであり、国際交流協定も十分に契約上の性質を担保している

ことから、各機関の考え方について質問したものである。結果が示すように、大学群では

ほとんどノーチェックである。一方、研究機関では協定書の段階から輸出管理を始めてい

る。 

Ｑ２８とも関連するが、大学の場合は、大学間で締結する例が多いため、事前に具体的

な実施内容を記載しない学術交流協定をまず締結し、具体的な内容については改めて契約

書に近い形の覚書を締結するという形態が通例となっている。設問が「交流協定」につい

てとしたためにこのような回答になったのではないかと推察される。そういった意味で、

この設問は「覚書等の締結時を含む」の形で設問すべきであったかと考えるところである。 

一方、研究機関は、外国の研究機関から様々なリスクを含む共同研究の申込みがあるた

め、協定書の締結が足かせとならないよう協定締結の段階から注意しているものと考えら

れる。 

 

Q２８）交流協定書に輸出管理に関する条項はありますか？ 

 Ｑ２８では、交流協定書に、輸出管理条項を設けているか質問した。 

 これについては、大学群ではほとんど直接的な輸出管理条項を設けておらず、③一般的

法令遵守条項や④相手によっては関連条項を加入する等、何らかの制限をかけるとした回

答を入れても、国立大学で約 25%、私立大学で約 15%にとどまる。 

 一方、研究機関では①③④の回答を合わせると 90%が何らかの制限条項を設けており、輸

出管理に対する姿勢を相手方に明確に示していると言える。 
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図 34 交流協定書における輸出管理条項の有無  

 

  

Ｑ２８はＱ２７の延長線上にある質問で、一般に交流協定書の文言については事前に相

手方と合意のうえで作成するという手順があり、相手方に事前に輸出管理というものを説

明するかどうかの分岐点ともなる。結果としては、これも研究機関の方が進んでいるとい

うことになるが、Ｑ２７と同様に、大学群に対して「覚書等を含む」とのただし書きを付

加していたら調査結果が異なっていた可能性もあるため、画一的な判断は避けたい。 

しかしながら、Ｑ２８においても、Ｑ２７の結果同様に、研究機関の意識の方が、大学

群に比して相当に厳格である。 

 

Q２９）外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定を締結していますか？ 

 Ｑ２９では、外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定締結について質問した。 

 これについては、国立大学が 30%と突出して多くなっており、公立大学でも約 15%のほか、

研究機関でも 10%の締結率となっている。なお、③の今後の締結予定があるとの回答はなか

った。 
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図 35 外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定の有無 

 

 

Ｑ２９では、外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定締結について質問したが、国立

大学や公立大学では外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定締結が多く見られる状況か

ら、大学が昨今のグローバル化の延長線上において、懸念あるリスクのひとつであるとい

うことがわかる。 

また、本設問では、その交流協定の締結時期については未調査であるため、大学が輸出

管理の導入前と後という意味づけができなかった点は本設問の反省点である。③の「予定

がある」とした機関が皆無である状況をみれば、偶然とも取れるが、多少なりとも輸出管

理上の制限が働いて慎重に事を構える傾向があるとも考えられ、大学群がＱ２７、Ｑ２８

で協定対象を調査していないとしている一方で、調査以前の段階で足踏みをしているとい

う様子も垣間見ることができる。 

とはいえ、Ｑ２６、Ｑ２７、Ｑ２８の回答状況からみれば、大学においては、一層の輸

出管理を徹底しないと、国際的にも危うい状況にあるのではないかと推量するところであ

り、このままでは、企業等における不正輸出同様、大学からの技術流出が社会批判を招く

恐れなきにしもあらず、ということは容易に想像しうる。 

 

Q３０）【Q２９）の回答が①又は③の方】外国ユーザーリスト掲載機関と交流協定を締結している場

合又は予定がある場合、特別な対応を行っていますか？ 

Ｑ３０では、Ｑ２９で外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定を締結したと回答のあ

った機関に、締結した後の特別な対応について質問し、Ｑ２９での対象機関よりも本設問

の有効回答数の方が多い結果となっているが、そのまま表示した。 

これについては、約６割の機関がなにがしかの対応をしているとの回答であったが、い

ずれも具体的な案件についてより詳細にチェックし、別途契約書を締結したり、対応部署

や監督官庁と適宜相談をする等の対応となっていて、実際に協定を進捗させるにあたって
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は、安全保障輸出管理の徹底に向けた方策をとっていると考えられる。 

 

図 36 外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定の際の対応 

 

対応内容 

・交流が具体化した時点での輸出管理相談、誓約書等     

・担当教員へ安全保障貿易管理の遵守を依頼  

・留学生の受け入れ等で技術提供が予想される場合は審査票により詳細なチェックを行っている 

・必ず本部における確認を行っている      

・訪問を受ける際や学生を受け入れる際には注意喚起を行っている   

・協定締結部局の研究分野が外国ユーザーリストの懸念区分に該当するか否かを個別に確認 

している  

・協定に基づく具体的な内容を精査し、具体的活動内容が明確になった時に、輸出管理の面から 

吟味する 

・新規締結又は更新にあたり、専門部署（安全保障輸出管理室）に対し相談することとしている 

・関係組織の長へ注意喚起のため説明を行っている     

・協定内容について輸出管理上懸念がないか否か検討を行う    

・具体的案件ごとのチェックを実施している      

・懸念区分と一致しないことの確認等。現在部局間交流のみ    

・非軍事利用の条項の追加、経産省への事前相談等    

・必要に応じて経済産業省に照会を行っている     

・担当教員が年１回は機関を訪問し、研究内容に関する綿密な打ち合わせを行うとともに、 

研究機材等の点検を行っている。尚、該当する機関は 2010 年 4 月の法改正前から交流協定を 

締結している 
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７．共同研究契約またはＭＴＡ 

 

Q３１）契約締結の際、輸出管理の観点から、提供予定の技術情報・マテリアルおよび相手先に関

する審査を行っていますか？  

 共同研究契約等締結時には約６割の機関が輸出管理に関する審査を行っていないことが

わかった。機関別に見ると研究機関は約８割が審査しているのに対し、公立・私立大学で

は、２割程度しか審査していない。 

 

図 37 共同研究契約又は MTA 締結の際の確認 

 

 

Q３２）契約書に輸出管理に関する条項はありますか？  

 共同研究契約書等に輸出管理に関する条項を入れている機関は、全体の 14%しかなかった。 

一般的なコンプライアンス（法令遵守）条項を設けているものを含めても、全体の４割

弱しか記載されていなかった。 

輸出管理条項を設けることにより、企業等の相手方にも注意喚起することになり、また

大学側の輸出管理が補完されるので、労少なくして効果の大きい管理ポイントということ

ができる。今後とも大学研究機関等へ啓発すべきものと思われる。 
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図 38 共同研究契約又は MTA 契約書の輸出管理に関する条項の有無 

 

その他 

検討中 3 件 

該当事例なし 2 件 

輸出管理のチェック項目あり 1 件 

 

Q３３）外国ユーザーリスト掲載機関と共同研究契約等を締結していますか？  

 外国ユーザーリスト掲載機関と共同研究契約を締結していると回答した機関は、国立大

学で１件のみであった。 

 

図 39 外国ユーザーリスト掲載機関との共同研究契約又は MTA 締結の有無 
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Q３４）【Q３３）の回答が①又は③の方】外国ユーザーリスト掲載機関と契約を締結している又は予

定がある場合、特別な対応を行っていますか？  

 Ｑ３３で外国ユーザーリスト掲載機関と共同研究契約を締結していると回答した機関は

特別な対応は取っていないとのことだった。なお、Ｑ３３で契約を締結していると回答し

た機関は１機関であったが、Ｑ３４での回答数は６件となっている。 

 

図 40 外国ユーザーリスト掲載機関との共同研究契約又は MTA 締結の際の対応について 

 

 

８．輸出管理の監査と文書管理 

 

Q３５）輸出管理の監査に関する規定はありますか？ 

輸出管理の監査に関する規定は、必ず規定するよう輸出者等遵守基準に記載されている

にもかかわらず、約半数の機関しか規定していないことが明らかになった。機関別に見る

と、研究機関では９割、国立大学では約７割が関連する規定がある一方で、公立では２割、

私立大学では１割しか規定が設けられていなかった。 
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図 41 輸出管理の監査に関する規定の有無 

 

 

Q３６）輸出管理に関する監査の実施状況についてお答えください。 

輸出管理の監査の実施状況については、研究機関が７割実施済であるのに対し、ほとん

どの大学が「検討中」または「予定なし」との回答であった。「実施済み」の機関は 10 機

関であった。 

監査を実施済みの機関は、安全保障輸出管理についてすでにかなり高い達成度にあり、

監査を実施して検証を行っているものと推察される。一方、ほとんどの大学が「検討中」

または「予定なし」との回答であったので、これらの機関は現在は基本的な運用管理に注

力している段階で、監査についてはさらに運用水準が向上した後の課題ととらえているの

ではないだろうか。 

 

図 42 輸出管理の監査の実施状況 
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Q３７）輸出管理に関する文書の管理についての規定はありますか？  

輸出管理規程に輸出管理に関する文書の管理についての規定を置いているのは、研究機

関では約９割、国立大学では約６割が定めている一方で、公立、私立大学では公立大学が

約２割、私立大学が１割にとどまっている。 

 

図 43 文書の管理についての規定の有無 

 

 

Q３８）輸出管理に関する文書の保存年限についてお答えください。 

研究機関と国立大学では７年間保管していると回答した機関が多かった。公立・私立大

学では、約半数が文書の保存年限について規定で定めていなかった。 

 

図 44 輸出管理に関する文書の保存年限 
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その他 

検討中  5 件 

10 年 3 件 

永年  1 件 

詳細について別途定めている  1 件 

 

９．その他 

 

Q３９）輸出管理業務を円滑に遂行するための経済産業省への要望として、同意いただけるもの

にチェックをつけてください。（複数回答可） 

Ｑ３９は、経済産業省への要望事項として、11 個の項目について同意できるか質問し、

また、その他の要望がある場合には自由記入を求める設問であった。 

全体でみると、「①該非判定ツール（電子化判定ツール整備）」の同意回答数が 74 件、「②

製品・型番別該非判定データの公開およびポータルサイトの設置」が 57 件、「⑤政省令等

の重層構造のスリム化」が 49 件、「⑪該非判定から税関手続きまで、輸出に関わるすべて

の政府機関の総合窓口の設置」が 45件で、これら４項目で同意回答数の過半数を占めてい

た。 

該非判定等を含めて、大学等への総合的な支援が経済産業省に要望されている。 

 

図 45 輸出管理業務を円滑に遂行するための経済産業省への要望 
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図 46 輸出管理業務を円滑に遂行するための経済産業省への要望 

 

  

 Ｑ３９の「⑫その他の要望あり」の欄において、経済産業省への要望として 16件の自由

意見が回答された（Ｑ４１の回答の内、国への要望４件も含めた）。 

 「国大協からの要望（2010 年６月 23 日）」では、政府、関係機関に対する要望として「外

国人留学生や研究者の受け入れについての判断を行う仕組みの構築」が記載されているが、

「外国人受入れは国の管理が必要」との自由意見（５件）と合わせると、外国人受入れに

関する国の管理が強く要望されていることがわかる。 

 

図 47 その他の経済産業省への要望 
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要望内容 

・国大協からの要望（平成 22 年 6 月 23 日付け）に対する早期の対応 

・留学生については、政府レベルでの対応（外国ユーザーリストにある機関からの留学生にはビザ

を発給しない等）を希望する。 

・「留学生・外国の研究者への研究指導」、「外国の大学や企業との共同研究」については、個々の

大学が単独で解決することは困難であるので、国も含めた全体としての協力等が必要。 

・国の事業として行っているものは、受け入れ機関が輸出管理するのではなく、国として管理すべき 

・同じ技術が大学によって判断が異なるということがない環境作りを国で考えて作っていただきた

い。 

・文科省、JSPS、JST、NEDO 等の科学技術関連プロジェクトについては、各省庁機関と経産省の

間でプロジェクト全体の該非判定等の調整をしていただきたい。 

・大学で行われる研究活動に伴う輸出管理の除外。 

・大学における「教育」という観点から、「教育目的」の例外許可を設けていただきたい。 

・企業との差別化、簡易化。 

・モノの設計や製造を一義的な目的とする企業と異なり、大学における教育研究は多種多様で広

範に渡る。将来的に何らかの製品の設計製造に結びつくかどうかもわからない段階において、

企業と同様の該非判定は困難である。 

・経済産業省 HP に掲載されている記載例が、企業が外国に貨物を輸出する例のみしかないの

で、大学用の記載例を掲載してほしい。 

・大学法人向けの一元的な情報提供を希望する。 

・英文の輸出令・外為令のマトリクス作成、各年度における経産省による個別許可申請案件数実績

（許可数、不許可数）の情報公開。 

・個別相談に対して、文書による明確な対応を示してほしい。 

・.基礎科学分野の具体的明示または運用指針（ガイドライン）。 

・「基礎科学分野の研究活動による例外許可」について、その通達の解釈によって疑義が生じない

ように、現状の通達の内容以外に、その内容を限定するような明確な内容を示していただきたい。 

・「基礎科学分野」の判断基準があいまい。 

・該非判定の委託などができる大学輸出管理センターの設置。 

・地方[経済局]でも該非判定等の相談できる窓口設置。 

・ドイツ「輸出管理デー」の日本版を政府主導で開催してほしい。 

 

Q４０）輸出管理において、効果のあった取組みや独自の管理方法などがありましたら、差支えな

い範囲で構いませんのでご記入ください。 

Ｑ４０では、各大学、研究機関で効果のあった取組みや独自の管理方法について自由意

見を求めた。「説明会、周知活動」に関して 11 件、「管理体制の工夫」に関して 14 件の回

答があった。 
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図 48 効果のあった取組み、独自の管理方法 

 

 

説明会、周知活動では、一般の教職員向けの説明会等５件に加えて、輸出管理者および

輸出管理担当者向けの研修等の回答３件があった。大学の輸出管理者向けの、よりレベル

の高い研修等の必要性が認識されていることがうかがわれた。 

 

説明会・周知活動 

・所内で行ったセミナー等 

・役職員全体を対象にした説明会では参加人数等で限界があるので、各ユニット単位に出向いて説

明会を実施。ユニット長以下メンバーの参加率が非常に高く、効果あり。ただし、講師の負担が甚

大。 

・平成 22 年度学内規程の制定と併せ、学内巡回説明会を実施した。特に、工学、医学など部局の特

徴に特化した事例を挙げて説明することにより、活発な質疑応答が行われた。全学教職員を対象

に各部局ごとに安全保障輸出管理について説明会を実施した。説明会実施後の具体的な効果とし

て個別事例を挙げての相談件数が増加した。 

・教授会の冒頭で輸出管理について説明。 

・各学部の教授会で 20 分程度時間をとり、輸出管理に関する説明を行った。 

・輸出管理マネージャー、統括付マネージャーの外部研修義務化。 

・輸出管理アドバイザー（教員）及び輸出管理担当者（事務）に対し、職能別・階層別研修を行ったほ

か、輸出管理アドバイザー向け研修会では、該非判定の具体的事例を分野別に紹介した。 

・外部から講師を招き、部局毎に配置した輸出管理担当者向けの詳しい説明会を行った。 

・貨物の輸出についての周知活動を重点的に行い、大学における輸出管理を身近なものに感じさせ、

その後、貨物の輸出には技術の提供が伴うことを説明することにより、教職員により深く理解しても

らうように心がけた。 

・学内で、具体的な事例を紹介した。 
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・HP を開設し周知に努めた。 

 

 管理体制の工夫としては、以下の回答があった。 

 

管理体制の工夫 

・全学の部局／研究室の貨物を調査して貨物データベースを構築し、部局・研究室単位でのリスク度を

評価し、留学生・外国人研究者の受入審査に活用している。 

・リスト規制に該当する可能性のある貨物の教員の保有状況を全学的に調査し、その結果をデータベ

ース化して、リスク・アセスメントに利用しているが、有効であると自己評価している。 

・リスクの度合いを吟味し、濃淡管理を積極的に取り入れており、部局（担当教職員）が自己管理する

ものを区分し、輸管部門が階層的にチェックする仕組みを構築し、実効性を高めている。 

・ネットアンケートによるスクリーニング調査・情報収集。 

・教員からの問い合わせに対し、部局担当者とともに研究室を訪問し、該非判定等の出前相談を実施

している。多少手間と時間を要するが、教員および部局担当者とのコミュニケーションの醸成、教員

の研究分野のリスク度の把握に大いに役立っている。 

・学内研究者に対し、外国機関との共同研究、外国人研究者・留学生の受入れ・見学、海外出張等に

ついて過去の事例の調査を実施した。その際、今後新たに事例が生じる場合は、事前届出書の提

出を求めるなど、研究者への注意喚起を行った。 

・電子申請システムを導入し、審査票の作成、その審査をワークフローで処理している。申請や審査時

間が短縮されたほか、検索等が容易な文書管理ができている。 

・学内で作成した各種様式により、システマティックな処理をしている。 

・貨物情報（該非判定、HS コード、写真等）を通関業者へ事前送信で円滑な通関。 

・Ｑ１６の回答にも記載のとおり、本学では入口管理を基本としているが、在籍期間終了後の輸出管理

上の懸念性を確認するために、受入期間終了前に「終了前確認」として進路先及び再提供技術につ

いて確認を行っている。 

・経済産業大臣の許可取得後の研究計画の変更や積戻しに係る手続の漏れを防止するために、専門

部署（安全保障輸出管理室）において期間管理を行い、該当の教員に対し、事前に手続についてア

ナウンスを行っている。 

・一時帰国のアナウンス。 

・各部局より輸出管理統括部署へ申請をあげるという体制にすることにより、輸出管理を全学的に対応

できるようにしている。 

・法学部教員をリーガルアドバイザーとして設定し、外為法の解釈・運用の法的根拠などについてコメ

ントを求め参考とした。 
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Q４１）その他、ご意見等ございましたら、ご自由にご記入ください。 

 Ｑ４１では、その他の自由な意見を求めた。 

 大学による自主的な共通管理組織や、外国人研究者、留学生の受入れ等に関する国の管

理の必要性など制度面に関する意見と、安全保障輸出管理の運用管理の複雑さや企業と大

学の差異など取組みの困難さに関する意見が多かった。以下に、これらの意見を４つのカ

テゴリーに分類した図を示す。 

 

図 49 自由意見 

 

 

大学による自主共通管理組織に関する意見 

・本学を中心とし、九州地域の大学が集まり、大学が取り組むべき安全保障輸出管理についての情

報交換の場として『九州地域大学輸出管理実務担当者ネットワーク勉強会』を 2010 年 12 月より

定期的に開催している。各大学の輸出管理実務担当者間のネットワークを構築し、大学の輸出管

理業務についての知見を共有することを本勉強会の趣旨としており、第３回勉強会（平成 23 年度

７月 29 日開催）では九州内外の国立大学・私立大学 19 大学が参加し、「輸出管理体制の構築ま

での道のりと今後の課題」について、グループディスカッション等を行い活発な議論を行った。 

・安全保障輸出管理規制を大学が遵守する上で、各大学が抱えている問題・疑問は同じところにあ

るので、各大学で問題を抱え込むよりも、同じ立場にある大学同士で情報を交換することにより、

大学として適切な輸出管理の在り方を検討する一助になればと開催している。今後は九州だけで

はなく、ＵＣＩＰ等のコンソーシアムを通して、より多くの先進的な大学と意見交換できる場を設ける

ことを希望する。 

・このようなアンケート等の内容をもとに、輸出管理について、それぞれの大学が独自に考えなけれ

ばならない部分と、各大学に共通する課題を整理して、共通に考えられる点については、ＵＣＩＰと

しても関係大学及び機関への働き掛けを行っていただけると、輸出管理に関する体制整備や管

理方法の整備が進み、また、大学間の意見交換もしやすくなるのではないかと思う。 
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・他大学の取組を知りたい。 

・外国ユーザーリストなどの懸念リストに適用した場合の入学可否等各大学はどのように取組をして

いるのか知りたい。 

・学生の報告義務（違反を知った場合、違反のおそれの場合）についての対応。 

・学内監査の実例を紹介してもらいたい。 

・貨物と書類の同一性の確認について、出荷場所が分散している場合や遠隔地から出荷する場合

等の書類との確認作業はどのように実施されているか？ 

・年数回程度、各担当者との情報交換会を開催している。 

・一大学のみで対応するには限界があるため、複数大学や研究機関で安全保障輸出管理に関する

専門家や情報が共有できるシステムがあるとよいと思う。 

・貴コンソーシアム等が中心となって、大学・研究機関等が参加する全国規模の連絡会的なものを

組織し、大学間の安全保障輸出管理に関する格差を解消してほしい。本学のように医学部のない

地方国立大では、専門職・部署を置くことが困難であり、規制技術を狙う組織等が、「居住者」養

成機関として都合のよい場所という認識を持っている、あるいは既に活用されているのではない

か、という不安を感じている。 

・該非判定にはＣＩＳＴＥＣの活用も考えられるが、国立大学であれば国大協等で輸出管理に関する

相談窓口、あるいは該非判定を行う部署又は機関を地区ごとに設置するなどして、同じ技術が大

学によって判断が異なるということがない環境作りを国で考えて作っていただきたい。 

・本学では、24 年４月の運用開始に向け、関係部署による輸出管理体制構築 WG を設置して、具体

的な管理方法等について検討を進めているところで、Q７以降の実務に関する設問に答えること

ができなかったことをご了承願いたい。 

・（お願い）輸出管理業務は、専門性が高く、法令も複雑かつ広範で、管理対象も多様かつ広範にわ

たるため、大学ごとに管理する場合、専門家を置き、関係部署でも一定の知識やノウハウの習得

が必要なる等、その負担は大きいものがあります。全国、もしくは地域単位で「大学輸出管理セン

ター」的な機能を整備し、一定以上の機微案件に係る該非判定、取引審査を集中的に処理するこ

とで、各大学の負担軽減、知見やノウハウの集積を図ることができ、大学における的確な輸出管

理の実施が可能となるものと考えます。ＵＣＩＰからも文部科学省に働きかけていただければ幸甚

です。 

・各大学の意見・要望を取りまとめ、大学の特殊事情を考慮した安全保障輸出管理について、経産

省や文科省に対して組織的に働きかけていく仕掛けが必要と考える。 

・この１、２年で個々の大学が輸出管理体制の整備・運用を手探りながら行ってきたが、大学の多様

性や人材の面などから限界があると思われる。総合的に該非判定や許可申請手続きを行うセン

ター組織の設置を検討していただきたい。 
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輸出管理の取組みの困難さに関する意見 

・教職員への周知徹底が困難。担当する職員が仕組みや運用方法を理解するのが困難。 

・大学の使命である教育・研究活動と輸出管理との兼ね合いで、大学としてどこまで規制すべきか悩

みながら検討している（企業と同様の基準での対応は難しいと感じている）。 

・モノの設計や製造を一義的な目的とする企業と異なり、大学における教育研究は多種多様で広範

に渡る。「基礎科学分野」の判断基準があいまいな上、将来的に何らかの製品の設計製造に結び

つくかどうかもわからない段階において、企業と同様の該非判定は困難である。 

・海外の現地機関を休職、または休学して留学してきた場合の居住者、非居住者の明確な判断基準

を、文書化することを希望する。 

・単科の医科大学なので、セミナーでの啓発、パンフレットの配付による周知が中心であり、外国人

の受け入れも少なく、どこまで審査体制を整備したらいいのか難しい。 

・機器の仕様書等で該非判定を行っているが、項番のどの項目に該当するのか判断ができない場

合がある。また、スペックにより対象外とする場合の判断が難しい。 

・ＣＩＳＴＥＣの項目別対比表やパラメータシート（電子データ）やデータベースは、会員にならないと利

用できないが、会費の費用負担が大きい。これらは輸出管理を行うために無償若しくはもっと安価

に提供してもよいのではないか。特に項目別対比表は、経産省が推奨している様式であり、少なく

とも書籍購入時にはＣＤ－ＲＯＭを付けるなどして、電子データの提供を推進すべきではないか。 

 

国の管理・支援に関する意見 

・【Q3 の回答の補足説明】Q3 の回答では、①「留学生・外国の研究者への研究指導」、②「外国の大

学や企業との共同研究」について重要性、難易度にチェックして回答している。これについて以下

補足説明をする。これらの事案は大学全体の輸出管理の少なくとも 50%以上を占めていると推察

され重要な管理事項である。難易度が高い要因は多々あるが以下にその一端を例示する。 

①留学生、研究者の受入れの際のキャッチオール規制の需要者要件の確認に関しては、本来、

外国の組織に関する情報収集・信用調査機能の乏しい個々の大学で判断することは困難でリス

クが大きい。 

②留学生、研究者は長期に大学に滞在し、「居住者」の状態になっていても、Q21 にあるように、こ

れらの者が海外や非居住者へ技術転移を行うことを管理する必要があるが、この管理を持続的

に行うことは困難で負担が大きい。 

上記①留学生、研究者の受入れについて、米国では TAL(Technology Alert List)での一次スクリ

ーニングとＶＭＰ（Visa Mantis Program）での二次スクリーニング、英国ではＡＴＡＳ（Academic 

Technology Approval Scheme）等の国の制度が充実している。（外国人の受入れ可否の判断は難

易度が高いため、米英ではこれに対処する制度が存在している。） 

また、上記②について米英では大学における教育、研究は、企業の商取引とは性質が非常に異

なる面があることが考慮されており、大学の負担は大幅に軽減されている。 

これらの課題は、個々の大学が単独で解決することは困難であるので、国も含めた全体としての

̶ 78 ̶



50 

 

協力等が必要と思われる。 

・特に留学生や研究者の受入れについては、現在は個々の大学の判断に委ねられており、同じ人

物・条件で違う判断がなされてしまうケースも考えられるため、大学共通の明確な判断基準が必

要である。 

・Q39 の①について韓国は特に新規の取組みを行っているので参考にし、わが国においても効率的

なシステムの構築を希望する。 

・大学の最も根本となる研究や教育の推進に伴うアカデミックな自由の確保である大学益と、国家の

安全保障である国益とのバランスがとれた管理体制の構築を目指したい。 

・アカデミアでは安全保障輸出管理について当事者意識を持ちにくい面があり、行政からのより一層

の支援を期待する。 

 

今後の検討予定に関する意見 

・現在、規則制定に向けて調整中であり、アンケートの回答の中には、今後実施予定のものもある。 

・現在、遅ればせながら安全保障貿易管理の学内規程・体制等整備に向けて、学内現状の把握と

併せ、検討を進めている段階である。 

・小規模な大学なため、研究者がそれほど安全保障輸出管理に危機感を持っていないため、それに

対する啓発活動が必要と考えている。事故事例、管理体制設置の成功事例などの紹介を希望す

る。 

・本学では、平成 22 年４月の法改正に伴い、全教員に関係資料を配布するとともに輸出者等遵守

基準について会議等で内容の確認、周知を図っているが、その後特に学内規程の整備や管理機

関の整備は進めてこなかった。これは、本学の教育研究内容から基本的に安全保障貿易に関連

する機器や情報等をあまり取り扱うこともなく、輸出するような機会がないこと、また、懸念国等に

関係するような海外からの研究者や学生の受入れを行っていない状況があるからであるが、万一

の場合もあることから、今後は学内への注意の喚起と関係規程の整備について、学内で検討を

行っていきたいと考える。 

・本学には現時点で輸出管理に関する規程等がなく、今後の検討課題であるので、アンケート結果

やセミナー等の情報提供を希望する。 

・本学は安全保障輸出管理が未整備である。 
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第３章 アンケート調査結果のまとめ 

 

 本調査報告書第２章で、調査結果について解説を付したが、以下では本調査のまとめと

してその中の主要項目の概要を記す。 

 

１）輸出管理規程の施行 

 研究機関の９割、国立大学の６割強が輸出管理規程を制定し、施行している。公立大学

は施行予定を含めても 35％、私立大学は 20％にとどまる。グローバル展開を視野にいれた

整備が進みつつある国立大学に比べ、公立・私立大学においては該当する事案が少ないた

め、管理体制の整備が遅れているものと思われる。 

 

２）輸出管理における重要性と難易度 

 「留学生や外国研究者への研究指導」「研究試料などの外国への持ち出し」「外国の大学

や企業との共同研究」が重要性・難易度ともに高かった。全般的に研究者や留学生等の“人”

に関する管理が重要であり、困難であると感じている。 

 

３）国費留学生を受け入れる際の輸出管理上の確認 

 国立大学の場合「指導教官が受入れの可能性の打診を受けた時に確認する」とするもの

が５割程度であるのに対し、私立大学の場合は１割に過ぎなかった。 

 留学生受入れのための輸出管理上の確認については、その確認時期が早ければ早いほど

大学側と留学生の側の双方にとって問題がある場合の代替手段の検討が容易になるため、

早い時点で確認する必要がある。 

 一般入試の留学生受入れの際の輸出管理上の確認については、2010 年６月 23日付の国立

大学協会教育・研究委員会の提言書「大学における技術提供にかかる安全保障貿易管理に

ついて」において指摘されているように、入国時のスクリーニングを大学だけに担わせる

ことは困難である。 

 米国の領事館官吏による一次スクリーニング、Visa Mantis Program による二次スクリー

ニング、ＡＡＵ（米国大学協会）の提言、英国のＡＴＡＳ（Academic Technology Approval 

Scheme）等の研究者・留学生のスクリーニング体制等を参考にし、外務省、経済産業省、

法務省、文部科学省等の関係官庁と大学が協力体制を構築し、必要な情報を相互に提供で

きる仕組みを作ることが必要である。 

 外国人留学生の受入れ可否の判断基準や審査手順を個々の大学に委ねることには無理が

あるので（cf.東工大事件）、「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス」等の中で

明確に定めることを今後検討する必要がある。 

 開示する技術内容が詳細に特定されておらず、公知技術情報の提供が主となる学部へ入

学する外国人留学生の取り扱いについては、大学院とは異なる判断基準と管理手続きを検
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討する必要がある。 

 

４）人文系等の留学生等 

 人文系等の留学生に対する輸出管理上の確認の有無については、国立大学では約７割が

確認しているのに対し、公立大学と私立大学では、輸出管理上の確認はほとんどで行われ

ていないことが明らかとなった。人文系等の留学生のように該非判定に関わるような技術

の開示がないことが明らかな場合は、実際の運用レベルで自然科学系の学部とは異なる簡

便な管理手法が工夫されるべきであろう。 

 

５）外国ユーザーリスト掲載機関からの留学生の受入れ 

 外国ユーザーリスト掲載機関から留学生等を受け入れる際の対応については、国立大学

で５割が特別な対応をしているのに対し、公立大学と私立大学では特別な対応をしている

大学は少なかった。研究機関では、特別な対応をしていないケースは１件のみで管理水準

の高さがうかがわれる。 

 

６）外国の研究者を受け入れる際の輸出管理上の確認 

 外国の研究者を受け入れる際の輸出管理上の確認の有無については、研究機関ではすべ

ての機関において確認が行われていた。一方、国立大学では、約７割が輸出管理上の確認

をしているが、これに対し、公立大学と私立大学では、２割前後しか確認していないこと

が明らかになった。 

 現在の大学、特に公立、私立大学の外国人研究者の受入れ体制は未整備であるので、今

後、関係官庁の協力のもと学内の輸出管理体制を整備するとともに、輸出管理の必要性に

ついて啓発する必要がある。 

 

７）学内輸出管理審査における居住者要件の取り扱い 

 「学内での輸出管理審査において、居住者の要件を満たしていれば無条件で管理対象と

するか」との設問に対し、「無条件に管理対象外にする」と回答したものが、各機関とも約

３割程度あった。 

 2009 年の外為法改正および、2010年２月の「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイ

ダンス」の改訂を受けて、各機関とも輸出管理体制の整備を進めているものと思われるが、

その一方で、約３割の機関が居住者要件を満たしていれば無条件に管理対象外としており、

外為法改正後の居住者要件と他の関連規定との関係について、実務担当者の間で解釈に混

乱があるものと思われる。 

 現行の外為法では、安全保障上懸念がある技術を外国に対して提供することを目的とす

る取引（対外取引）を広く規制対象としている。対外取引であるか否かについては、地理

的な観点（外国に対する技術提供か否か）、人的な観点（非居住者に対する技術提供か否か）
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の双方から判断し、その両方あるいはいずれか一方に該当すれば、規制対象となる対外取

引となる。 

 大学関係者向けに居住者要件と外為法第 25条第 1項および第 3項との関係について今後

さらにわかりやすい解説をすることが必要である。 

 提供した技術が再提供される可能性の有無の確認については、居住者・非居住者を区別

せず確認しているとするものが、研究機関で約８割と最も高く、国立大学が４割でこれに

続いている。 

 経済産業省が作成した大学・研究機関向けの輸出管理啓発リーフレット（「先生!!ちょっ

と待ってください!」）等では、居住者要件について一切記載されておらず、研究者等にも

わかりやすいものとなっている。共同研究契約書における輸出管理条項についても、経済

産業省から居住者要件の記載を削除するよう指導がなされているところである。「安全保障

貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス」においても、居住者要件に関する記述を管理の

実態に即した、わかりやすく明解なものに改訂することが望まれる。 

 

８）該非判定を実施するに際して使用または利用するツール 

 体制整備の進む大学では、研究機関と大差ない構成比で参照ツール等を利用しているこ

とが明らかになった。 

 ＣＩＳＴＥＣは 2010 年に、それまで企業に提供してきた諸々のサービスを大学も利用で

きるようにと大学会員の制度を創設し、現在 23 機関(うち国立大学 17 機関)が会員となっ

ている。 

大学等の担当部署もしくは担当者の輸出行為に関する問題意識や知識レベルは、ここ数年

で格段に上がっているものと考えられる。 

 

９）研究機器の購入の際の該非確認 

 大学は研究機器の購入当初に該非確認を実施することに消極的で、相応に体制整備され

つつある国立大学でも 15%程度が取り組んでいるだけである。一方、研究機関ではその割合

は５割にもなり意識が高い。大学では貨物よりも貨物以外(先端技術や留学生)のほうに重

きを置いているようにみえる。 

 その他の自由意見では、「輸出する際に要求する」といった回答が見られ、消長激しいメ

ーカーの製品に対しては後手を招く恐れもあり、若干の懸念を抱かざるを得ない。 

 

１０）「基礎科学分野の研究活動の例外規定適用」の扱い 

 基礎科学分野か否かを問わず全てチェックするとした機関が、研究機関で９割に達し、

国立大学においても５割強に達している。逆に公立・私立大学はともに１割と全件チェッ

クには否定的である。 

 「具体的な製品の開発等を前提としない研究開発を例外適用とする」としたものは、私
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立大学で３割、国立大学で２割、公立大学・研究機関で１割と少数であった。 

 数年前まで、国立大学を含む多くの試験研究機関は、直接的な物の開発・製造をしない

のだから基礎科学分野の研究に位置する、と主張して輸出管理の導入には甚だ消極的であ

ったが、2009 年の外為法改正と 2010年の輸出者等遵守基準の導入によって大きく様変わり

している。 

 2009 年の筑波大学のアンケート調査では、輸出管理導入の阻害要因として人的要因を挙

げ、輸出管理導入に否定的な見解を示す国立大学が多数派だったが、それから３年たった

今は輸出管理体制を整備した国立大学が過半数を超えたばかりでなく、全件チェックを標

榜する機関が多数派となった。 

 経済産業省が具体的な表現の変更をしない限り、例外扱いとすべき「基礎科学分野」は

混迷の中にあり、それをどのように理解し設定するかは、各機関の今後の輸出管理の出来

不出来を左右することにもなろう。 

 

１１）国際交流協定締結の際の輸出管理上の確認 

 国立大学で 20%、私立大学で５%のチェック率であり、公立大学ではノーチェックとなっ

ている。研究機関では 80%がチェックするとしており、大学群が著しく低い結果となってい

る。 

 経産省のガイドライン(2010 年２月改訂版)では、契約書等に輸出管理条項を明記するよ

う指導しているところであり、研究機関では協定書の段階から輸出管理を始めている。大

学の場合は、大学間で締結する例が多く、事前に具体的な実施内容を記載しない学術交流

協定を締結し、具体的な内容については改めて契約書に近い形の覚書を締結するという形

態が通例となっており、このような回答になったのではないかと推察される。 

 

１２）国際交流協定書における輸出管理条項の取扱い 

 大学群では交流協定書においてほとんど直接的な輸出管理条項を設けておらず、一般的

な法令遵守条項や相手によっては条項付加する等、何らかの制限をかけるとした回答を入

れても、国立大学で約 25%、私立大学で約 15%である。 

 一方、研究機関では 90%が何らかの制限条項を設けており、輸出管理に対する姿勢を相手

方に明確に示している。 

 

１３）外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定 

 外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定の締結については、国立大学が 30%と突出して

多くなっており、公立大学でも約 15%のほか、研究機関でも 10%の締結率となっている。国

立大学や公立大学では外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定締結が多く見られるが、

大学が今後のグローバル化を進める上で、懸念あるリスクのひとつであると思われる。 

 今回の調査では、その交流協定の締結時期については未調査であるため、これらの回答
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が、大学が輸出管理を導入する前か後かという意味づけはできていない。 

 

１４）共同研究契約書における輸出管理条項の扱い 

 共同研究契約書等に輸出管理に関する条項を入れている機関は、全体の 14%しかなかった。 

 一般的なコンプライアンス（法令遵守）条項を設けているものを含めても、全体の４割

弱しか記載されていなかった。輸出管理条項を設けることにより、企業等の相手方にも注

意喚起することになり、大学の輸出管理が補完されるので、労少なくして効果の大きい管

理ポイントということができる。今後とも大学、研究機関等へ啓発すべきものと思われる。 

 

１５）輸出管理の監査に関する規定 

 輸出管理の監査に関する規定は、必ず規定するよう輸出者等遵守基準に記載されている

にもかかわらず、約半数の機関しか規定していないことが明らかになった。機関別に見る

と、研究機関では９割、国立大学では約７割が関連する規定がある一方で、公立では２割、

私立大学では１割しか規定が設けられていなかった。 

 

１６）輸出管理に関する監査の実施 

 輸出管理の監査の実施状況については、研究機関が７割実施済であるのに対し、ほとん

どの大学が「検討中」または「予定なし」との回答であった。 

 

１７）輸出管理に関する文書管理規定 

 輸出管理に関する文書の管理についての規定は、研究機関では約９割、国立大学では約

６割が定めている一方で、公立、私立大学では、公立大学が約２割、私立大学が１割にと

どまっている。 

 

１８）経済産業省への要望事項 

 経済産業省への要望事項としてあげた、11 個の項目について同意できるかとの設問につ

いては「該非判定ツール（電子化判定ツール整備）」の同意回答数が 74件、「製品・型番別

該非判定データの公開およびポータルサイトの設置」が 57 件、「政省令等の重層構造のス

リム化」が 49 件、「該非判定から税関手続きまで、輸出に関わるすべての政府機関の総合

窓口の設置」が 45件で、これら４項目で同意回答数の過半数を占めている。該非判定等を

含めて、大学等への総合的な支援が経済産業省に要望されていることがうかがわれる。 

 

１９）その他の要望 

 その他の要望については「国大協からの要望（2010 年６月 23 日）」では、政府、関係機

関に対する要望として「外国人留学生や研究者の受入れについての判断を行う仕組みの構

築」が述べられているが、「外国人受入れは国の管理が必要」との自由意見（５件）と合わ
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せると、外国人受入れに関する国の管理が強く要望されていることがうかがわれる。 

 

２０）輸出管理において効果のあった取組みや管理方法 

 「説明会、周知活動」に関して 11 件、「管理体制の工夫」に関して 14 件の回答があった。 

説明会、周知活動では、一般の教職員向けの説明会等５件に加えて、輸出管理者および輸

出管理担当者向けの研修等の回答３件があった。大学の輸出管理者向けの、よりレベルの

高い研修等の必要性が認識されていることがうかがわれた。 

 

２１）その他の自由意見 

 「その他の自由な意見」では大学による自主的な共通管理組織や、外国人研究者、留学

生の受入れ等に関する国の管理の必要性など制度面に関する意見と、安全保障輸出管理の

運用管理の複雑さや企業と大学の差異など取組みの困難さに関する意見が多かった。 
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第４章 要望事項 

 

わが国の輸出管理制度の見直しについては、ＣＩＳＴＥＣ等の要望を受け、経済産業省

においても、諸手続きの改善が進められているところである。しかし、輸出管理規制のフ

レームワークに対する改善提案については、ＣＩＳＴＥＣ、経団連、国大協、産学連携学

会、日本知財学会等において要望書が提出されているが、未だ今後の対応について明確な

方針が打ち出されていない。 

以下は、本アンケートの調査結果およびその後に開催された輸出管理実務者情報交換会

での議論を踏まえ、関係機関に対する要望事項をまとめたものである。これらの要望事項

は、わが国の輸出管理全般に係る大きな課題であるので、関係機関においては、これら要

望事項の早期実現へ向けて検討を進めるようお願いする。 

 

１）該非判定支援システムの整備 

該非判定のための電子化ツールについては、すでに英国、韓国、台湾等で導入されてお

り、一定の成果をあげている。特に韓国においては、2007 年から対外貿易法の改正、戦略

物資管理院（ＫＯＳＴＩ）の設立、ＥＵ規制番号の導入、戦略物資管理システム（yes Trade）

の革新などユーザーフレンドリーな制度にするための一連の改革を進めている。 

わが国においても、ＣＩＳＴＥＣにおいて項目別対比表とパラメータシートが作成され

有償で提供されているほか、個別の案件に即した質の高い該非判定サービスが有償で提供

されている。 

一方、大学・研究機関においては、研究機器メーカーと異なり、各研究室の取り扱う研

究機器・材料の品目数は膨大であり、その取扱い品目のすべてを、経産省やＣＩＳＴＥＣ

の該非判定サービスや研究機器メーカーへの照会で対応することは、予算と工数の面から

現実的ではない。 

研究者や大学の輸出管理部門が簡便かつ迅速に自己判定できるよう、わが国においても、

上記の先進事例を参考にした上で、早急に該非判定支援ツールを開発し導入することを要

望する。該非判定支援ツールが電子化されれば、審査側と申請側の双方の工数が削減され

るだけでなく、許可申請審査の迅速化が図られる。わが国だけが、欧米、アジア諸国より

も重い負担を強いられながら国際競争に臨まなければならないことは避けるべきである。 

また、このような該非判定システムが開発されるまでの暫定措置として、専用回線を用

いた「電子面談システム」を導入することを要望する。現在、経済産業省の該非判定審査

を受けるためには、霞が関の経済産業省本省へ行かなければならず、地方在住の研究者や

輸出管理実務者には大きな負担となっている。県庁所在地毎に専用回線を利用した「電子

面談システム」が導入されれば、大幅にユーザーの利便性が向上することが期待される。 

経済産業省において「電子メールによる相談」ができるようになったが、この「電子面

談システム」は電子メール相談を補完するツールとして位置づけることも可能である。 

̶ 86 ̶



58 

 

２）製品・型番別該非判定データベースの構築 

製品・型番別該非判定データベースについては、すでに半導体分野で公開されている他、

一部の電気メーカー等においても公開され、産業界の該非判定作業の迅速化に大きく貢献

している。 

大学、研究機関においても輸出管理体制の整備を進める中で、各種研究機器メーカーへ

照会した該非判定データが蓄積されつつある。その一方で、研究機器メーカーに照会して

も、その回答に数週間を要するケースや判定を断られるケースもまれではない。そのため

に研究プロジェクトの進捗に支障をきたす場合もある。また、研究機器メーカー側におい

ても、ここ数年、該非判定の照会に対する回答作業に多大な労力が発生している。 

研究機材については、大学や研究機関等で共通するものも多く、これらのデータがポー

タルサイト等で閲覧または検索できれば、大学、研究機関、および研究機器メーカー側双

方にとって大幅な労力削減となり、わが国全体として輸出管理業務の迅速化が図られるこ

とが期待される。 

経済産業省またはＣＩＳＴＥＣ等において、製品・型番別、該非判定データを収集、公

開するためのプラットフォームを構築するよう要望する。 

経済産業省、ＣＩＳＴＥＣ等で対応できない場合には、ＵＣＩＰ等の輸出管理を研究す

る団体等がこのためのポータルサイトを構築できるよう支援していただき、全国の研究機

器メーカーや大学・研究機関の輸出管理実務者から該非判定データを収集し公開すること

を提案する。 

 

［該非判定データの公開例］ 

注）以下のデータは、情報提供者からの該非判定データを閲覧者の参考に供するため開示したもの 

であり、当機関はその内容について、一切保証するものではない。 

型番 製品名 メーカー名 確認日 関連条項 判定結果 情報提供者の種別 

○○･･ ○○･･ ○○電気 2012.4.1   大学／研究機関／ 

メーカー／商社／ 

その他 

 

３）政省令等の重層構造のスリム化、輸出等に係る基本法の制定 

現行のわが国の安全保障輸出管理規制は、対象が広く輸出者全般におよび、規制内容も

企業等の存亡にもかかわるものである。このため関係法令は本来誰にでも容易に理解でき

るものであることが望ましい。 

現在の関連する政省令は、重層的で例外規定の多い複雑な法体系をたどらなければなら

ず規制対象の特定が困難である。政省令がつぎはぎに改正され、理解するのが容易でなく

運用解釈の一貫性が十分には確保されていない。 

アンケート結果においても、要望事項として「政省令等の重層構造のスリム化」を選択
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したものが約 50 件、「輸出等に係る基本法の制定」と回答したものが約 20 件であり、両方

合わせると 70 件を超え「該非判定ツールの電子化」とほぼ同程度の件数が回答されている。

これに「輸出規制品目番号の国際化」の 20 件も含めると、法体系の整備は最も高い件数を

占める要望ということができる。 

現在、経済産業省とＣＩＳＴＥＣ等の関係機関で「輸出規制品目番号の国際化」につい

て検討が進められているが、わが国の輸出規制品目番号にＥＵの番号体系が導入されれば、

国際的な輸出管理協力体制の構築を促進することが可能になる。また、前述の該非判定支

援システムや製品・型番別該非判定データベースも、国際的な輸出規制品目番号との整合

性を持たせることにより、世界に開かれたオープンプラットフォームとして海外からの利

用も可能となり、国際社会へ貢献することになる。 

わが国においても、米国や韓国のような安全保障貿易管理に特化した「外国貿易法」の

策定例を参考に、誰にでも理解しやすい輸出管理法体系の抜本的改革に取り組むことを要

望する。 

新しい輸出管理法が制定されるまでの暫定措置として、今回のアンケート調査およびそ

の後に開催された情報交換会において多数の要望があった「基礎科学分野の判断基準の明

確化」、「居住者要件に関する運用指針の見直し」、「外国人留学生等を受け入れる際の政府

関係機関による輸出管理上の確認」、「大学・研究機関が輸出管理体制を構築できるように

するための法的環境の整備」、「大学入試の合否判定における輸出管理上の確認の判断基準」

等について、「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス」等で、運用指針を明確に

することを要望する。 

わが国の外為法の規制体系は、ココムの規制がなくなった後も、大きな変更はなく現在

に至っている。ココム時代には規制される輸出先が共産圏で明確であり、輸出管理の重点

が該非判定作業におかれていた。しかし現在では、その重点は、大量破壊兵器等のエンド

ユースに懸念がないかの取引審査に移行している。 

法体系が以前と同じであるため、エンドユースに懸念がない場合であっても、ほぼあら

ゆる輸出品目について、まず規制対象品目であるかどうかの該非判定を行う運用となって

おり、輸出管理者に多大な作業負担を強いることになっている。今後は、エンドユースの

懸念チェックを取引審査で先に行い、その後に該非判定を行うことができるよう法体系を

再構築していただきたい。その改革を実現するために、政府は国際レジームにおいて積極

的に働きかけを行うとともに、国際的に産官学が連携した輸出管理協力体制の構築も視野

に入れた提案を行っていただきたい。 

 

４）輸出管理に係るすべての政府機関の総合窓口の設置 

米国では、オバマ政権の強力なリーダーシップのもと、輸出管理体制を抜本的に見直す

動きが活発化している。米国の産業界、学界、政府内部からの様々な指摘を真摯に受け止

め、「現行の輸出管理体制は時代遅れであり、国際的競争力を阻害する」との共通認識の下
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に、政府関係機関の窓口の一本化に着手している。 

わが国の大学・研究機関等の輸出管理業務においては、現在、経産省、文科省、外務省、

法務省等の関係官庁へ個別に照会をかけながら事案の審査を行っているが、煩雑であり効

率的ではない。特に外国人留学生の受入れ審査は、大学だけでできるものではなく、外務

省、文科省、経産省、法務省等の協力があって初めて可能になるものである。 

輸出に関連する政府機関の総合窓口を設置し、迅速かつ漏れのない輸出管理ができる体

制を早急に整備することを要望する。 

 

５）大学等共通輸出管理センターの設置 

国大協、産学連携学会、九州地域輸出管理実務者ネットワーク、安全保障輸出管理に関

する 11 大学連絡会、ＵＣＩＰ等で輸出管理に関する研究会を設け、一定の成果をあげてい

るところであるが、輸出管理業務については、その業務としての専門性が高いため、個々

の組織内で十分な専門的知識を有するスタッフを養成することは困難な状況にある。 

今回のアンケート調査においても、上記研究会等をさらに拡充し、全国レベルで輸出管

理全般に係わる情報交換、人材育成、予備的な該非判定等ができる共通の輸出管理センタ

ーを創設することを要望する提案が多数あった。 

今後、全国の大学・研究機関等で、輸出管理に関係する共通管理センターの創設に向け

て、検討を進めることを提案する。 

 

６）「輸出管理デー」の開催 

大学・研究機関等における輸出管理啓発教育は、2010 年の輸出者等遵守管理基準の施行

に伴い各機関において実施されているところである。 

その一方で、初期の輸出管理導入教育を終了した大学等においては、次年度以降の輸出

管理教育の講習内容に目新しいものがなく、マンネリ化し、継続的に輸出管理について啓

発していくことが困難な状況にある。 

ドイツの大学においても、同様の問題に直面していた。この問題の打開策として、ミュ

ンスター大学とＢＡＦＡ（ドイツ連邦輸出管理局）が中心となって、年に一度、国内の産

官学の輸出管理関係者に対し呼びかけを行い、ドイツの輸出管理体制を強化するため、「輸

出管理デー」を開催している。 

わが国においても、大学や研究機関だけでなく、関係政府機関、産業界の輸出管理関係

者が年に一回一堂に会し、「日本版輸出管理デー」を開催することを提案する。開催にあた

っては、世界各国から輸出管理の専門家を招聘し、先進的な取り組みの紹介と情報交換を

行い、国際的な産官学の輸出管理体制のネットワーク構築の場とすることも視野に入れる。 
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第５章 おわりに 

 

本調査の目的は、冒頭に記載したとおり、わが国の大学等の高等教育機関および国公立

の研究機関において、2010 年の外為法改正以降、ここ数年の間に蓄積されてきた輸出管理

に関する実務ノウハウを収集し共有すること、およびそれらの機関が日頃の輸出管理業務

の中で遭遇する問題点を明らかにし、政府関係機関等へ制度改善に向けて提言することで

ある。 

UCIP 法務調査研究部門においては、毎月加盟大学の輸出管理担当者が、東京の田町にあ

る CIC に集まり、学内で遭遇する様々な輸出管理上の問題について、情報交換を行ってい

る。そこで得られた有益情報を持ち帰り、各メンバーが独自にさらなる取り組みを学内で

展開することにより、様々な輸出管理ノウハウが蓄積されてきた。 

大変僭越ではあるが、ＵＣＩＰ法務調査研究部門で得られたこれらの輸出管理実務のノ

ウハウを、わが国の大学・研究機関に知っていただき、日々の輸出管理業務の一助になれ

ばという思いも込めて調査票の各設問を作成させていただいた。それと同時に、設問の記

載が具体的であればあるほど、皆様からより詳細な輸出管理に係るノウハウや提言をお聞

きすることができるに違いないという思いで、本アンケートを作成した。 

期待したとおり、回答していただいた機関からは、輸出管理実務についての様々な有益

情報をお聞きすることができた。また、輸出管理に関する制度上の改善提案についても、

多数のご意見をいただくことができた。大学・研究機関の皆様のご協力に深くお礼申し上

げる。 

皆様から提出された制度改善へ向けてのご提案は、各項目毎に関係する政府機関等に要

望として提出する予定である。 

また、多数の方からご提案をいただいた「大学等共通輸出管理センター構想」について

も、その実現に向けて検討の場を設ける予定である。今後とも引き続き、ご指導、ご協力

をお願いしたい。 

本報告書の作成にあたっては、経済産業省、ＣＩＳＴＥＣ、経団連、国大協、産学連携

学会および筑波大学の輸出管理に関連する論文、報告書、提言等を参考にさせていただい

た。この場を借りてお礼を申し上げる。 

以上 
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平成 23年 12月 27日 

各大学・研究機関 

安全保障輸出管理 

ご担当の方へ 

         国際・大学知財本部コンソーシアム 

            事務長 小暮純生 

            法務調査研究部門リーダー 松原幸夫 

       （新潟大学・産学地域連携推進センター教授） 

 

 

大学における安全保障輸出管理に関するアンケートについてのお願い 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 日ごろは格別のご高配にあずかり厚くお礼申し上げます。 

 さて、このたび国際・大学知財本部コンソーシアム（UCIP）では、大学・研究機関関係

の方々に安全保障輸出管理に関するアンケート調査を実施することになりました。 

  

 2010年 4月の法改正による輸出者等遵守基準に関する規定施行から 2年目の現在、各大

学・研究機関におかれましては、管理体制整備とその運用が行われていることと存じます。 

 このような状況下、当アンケートでは、輸出管理の整備状況や今後の課題を明らかにし、

情報の共有化を図ることを目的としております。さらには他の安全保障輸出管理に関わる

団体と協議し、具体的な解決策を提案・提言することを目指しております。 

 

 つきましては、ご多忙の折大変恐縮ではございますが、添付のアンケートにご記入いた

だき、明年１月２０日（金）までに e-mail にてご返送いただきたくよろしくお願い申し上

げます。 

 

 尚、アンケートの回答結果については当コンソーシアムが所有し、ホームページやセミ

ナー、報告書等で公開させていただくこともございますが、大学名及び個人名が特定でき

ないようにいたします。 

 

 また、昨年 12月に開催いたしました、大学・企業等の輸出管理関係者による情報交換会

を今年度も開催する予定です。詳細が決定次第ご案内申し上げますので、是非ご参加賜り

たく、併せてお願い申し上げます。 

敬具 

◆お問合せ・アンケートご返送先◆ 

国際・大学知財コンソーシアム（UCIP） 

事務局（担当：小林） 

〒108-0023 東京都港区芝浦 3-3-6 CIC東京 6F 

山梨大学東京リエゾンオフィス内 

TEL: （０３）６４１３－６２２６ 

FAX: （０３）５４４０－９０８４ 

e-mail:  ucip@bz03.plala.or.jp 

̶ 92 ̶



資料１ 

64 

 

安全保障輸出管理に関するアンケート 

 

 

◎ 御回答頂く方の情報につきまして、ご記入下さい。 

 

貴学名              

所在地 〒      

ご氏名       

部署名       

役職名       

電話番号       FAX番号       

E-mail       

 

 

◎ 以下の各問にお答え下さい（該当欄にチェックまたは記入をお願いいたします）。 

 

１．輸出管理の規程及びその周知・運用について 

 Q１）規程は施行されていますか？ 

  ①施行済み  （施行日     年     月     日）→Q２）へ 

  ②予定あり  （施行予定日     年     月     日） 

  ③予定なし  

  ④その他  （                         ）  

 

 Q２）【Q１）の回答が①の方】規程はウェブ上で公開していますか？ 

  ①一般公開している   

  ②学内限定で公開している  

  ③公開していない  

  

 Q３）以下の事項について、輸出管理において重要性と難易度が高いと思われるものに、 

   〇を付けてください。（複数回答可） 

         ＜重要性＞ ＜難易度＞  

  ①留学生・外国の研究者への研究指導   （  ）   （  ） 

  ②外国の大学や企業との共同研究    （  ）    （  ） 

  ③外国の大学との大学間協定・部局間協定  （  ）    （  ） 

  ④研究試料などの外国への持ち出し   （  ）    （  ） 

  ⑤外国からの施設見学     （  ）    （  ） 

  ⑥外国の研究者などが参加する非公開の講演会・展示会 （  ）    （  ） 
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 Q４）Q３）の①～⑥の事項の他に、重要性及び難易度が高いと思われる事項があればご 

  記入ください。 

  重要性：（                         ） 

  難易度：（                         ） 

 

 Q５）学内周知を目的としたパンフレット類を大学で作成していますか？     

  ①作成している  →Q６）へ  

  ②作成予定   

  ③当面作成する予定はない  

   

 Q６）【Q５）の回答が①の方】パンフレットはウェブ上で公開していますか？ 

  ①一般公開している   

  ②学内限定で公開している  

  ③公開していない  

 

 Q７）輸出管理において使用している管理帳票にはどのようなものがありますか？（複数 

  回答可） 

  ①教職員から相談や問い合わせを受けた際に使用する書式がある   

  ②取引前に教職員が取引内容を記入する一次審査用の書式がある   

  ③前記②の一次審査後に、教職員が取引の詳しい内容を記入する二次審査用の書式が 

ある   

  ④その他の書式がある  （                         ） 

  ⑤特に書式はない   

  

 Q８）【Q７）の回答が①～④の方】書式はウェブ上で公開していますか？ 

  ①一般公開している   

  ②学内限定で公開している  

  ③公開していない  

 

 Q９）学内の申請手続きを電子化（ペーパーレス化）していますか？ 

  ①電子化している  

  ②電子化を検討している  

  ③当面電子化の予定はない  

   

２．輸出管理体制と啓発について 

 Q１０）輸出管理はどの部署が主に担当していますか？（複数回答可） 

  ①産学連携関連の部署   

  ②知財関連の部署   

  ③留学生支援関連の部署    

  ④独立した輸出管理専門の部署  

  ⑤その他  （                         ）   
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 Q１１）輸出管理部門に輸出管理専門又は専任の教員又は職員はいますか？（複数回答可） 

  ①専門の教員がいる  （     名） 

  ②専門の職員がいる  （     名） 

  ③専門の教職員はいない  

   

 Q１２）輸出管理の兼任教員又は職員はいますか？（複数回答可） 

  ①兼任教員がいる  （     名） 

  ②兼任職員がいる  （     名） 

  ③兼任教職員はいない  

 

 Q１３）外部の輸出管理専門家をコンサルタントとして利用していますか？ 

  ①利用している  

  ②利用していない  

  ③その他  （                         ） 

 

 Q１４）新任教職員の研修で、輸出管理の説明は行っていますか？（複数回答可） 

  ①新任教員の研修で行っている  

  ②新任職員の研修で行っている   

  ③今後行う予定である   

  ④当面行う予定はない    

 

 Q１５）学生に対し、輸出管理に関する説明会等を行っていますか？（複数回答可） 

  ①輸出管理の講義をカリキュラムに組み入れている  

  ②輸出管理の説明会を行っている  

  ③他のセミナー・ガイダンス等の機会で説明している  

  ④今後予定している  

  ⑤当面行う予定はない  

  ⑥その他  （                         ） 

  

３．留学生・外国の研究者の受入れについて 

 Q１６）留学生を受入れる場合、どのタイミングで輸出管理上の確認を行っていますか？ 

  （複数回答可） 

  ＜国費留学生＞      

  ①指導教員が受入れの可能性について打診を受けた時   

  ②願書を受理してから入試を実施するまでの間      

  ③教授会等における合否判定の前  

  ④入学手続を経て入学を許可するまでの間  

  ⑤入学後  

  ⑥その他  （                         ） 

   

  ＜一般入試＞      

  ⑦指導教員が受入れの可能性について打診を受けた時   

  ⑧願書を受理してから入試を実施するまでの間      
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  ⑨教授会等における合否判定の前  

  ⑩入学手続を経て入学を許可するまでの間  

  ⑪入学後  

  ⑫その他  （                         ） 

 

 Q１７）人文系等の留学生等に対しても、受入れの際に輸出管理上の確認を行っています 

  か？ 

  ①はい  

  ②いいえ   

   

 Q１８）外国ユーザーリスト掲載機関からの留学生等（過去に所属していた場合も含む） 

  を受入れる際、特別な対応をしていますか？ 

  ①はい  （対応方法：                         ）  

  ②いいえ   

   

 Q１９）外国の研究者を受入れる際に、輸出管理上の確認を行っていますか？ 

  ①はい  

  ②いいえ  

 

４．居住者・非居住者について 

 Q２０）学内での審査において、居住者の要件を満たしていれば無条件で管理対象外とし 

  ていますか？ 

  ①はい   

  ②いいえ   

 

 Q２１）来日後 6ヶ月を経過した居住者でも、外国において技術を再提供することがあら 

  かじめ分かっている場合やその可能性がある場合には、規制対象の技術か否かについ 

  て確認する必要があります。提供した技術が再提供される可能性があるか否かどのよ 

  うに確認していますか？（複数回答可） 

  ①居住者・非居住者で管理を区別せず、同様の確認を行っている  →Q２２へ 

  ②帰国後の所属先を本人に確認する  →Q２２へ  

  ③その他の方法で確認している  （                         ）→Q２２へ 

  ④確認していない  

 

 Q２２）【Q２１の回答が①~③の方】技術が再提供されることが分かっている場合、どの 

  ように輸出管理を行っていますか？（複数回答可） 

  ①再提供予定の技術内容の輸出管理上の規制の有無を確認する  

  ②誓約書への署名を依頼するなど、本人への注意喚起を行う  

  ③その他  （                         ） 
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５．該非判定について 

 Q２３）該非判定の際、どのようなツールを活用していますか？（複数回答可） 

  ＜書籍＞ 

  ①『輸出貿易管理令別表第１・外国為替令別表 項目別対比表 2011』（CISTEC）  

  ②『パラメーターシート』＜各分野＞（CISTEC）  

  ③『輸出管理品目ガイダンス』＜各分野＞（CISTEC）  

  ④『該非判定入門』（CISTEC）  

  ⑤『安全保障輸出管理関係資料集－大学・研究機関編－』（CISTEC）  

  ⑥『安全保障貿易管理関連貨物・技術リスト及び関係法令集』（日本機械輸出組合）  

  ⑦『輸出令別表第 1・外為令別表用語索引集』（日本機械輸出組合）  

  ⑧『ハンドキャリー手続きマニュアル』（日本電気計測器工業会）  

  ⑨その他  （                         ） 

 

  ＜ウェブサイト＞ 

  ⑩経産省「貨物・技術のマトリクス表」  

  ⑪CISTEC  （メニュー：                         ）  

  ⑫日本技術士会 CP&RM センター   

  ⑬その他  （                         ）  

   

  ＜外部機関への問合せ＞ 

  ⑭購入先に該非の確認を行う（該非判定書の発行依頼）   

  ⑮CISTEC（安全保障貿易情報センター）の相談制度を利用する    

  ⑯日本技術士会に該非判定を依頼する  

  ⑰経産省に問い合わせる  

  ⑱その他  （                         ） 

 

 Q２４）研究に使用する機器の購入の際、メーカー等に該非判定書の提出を要求していま 

  すか？ 

  ①はい  

  ②いいえ  

  ③その他  （                         ） 

  

 Q２５）例外規定の一つである基礎科学分野の研究活動について、どのような取り扱い    

  をしていますか？（複数回答可） 

  ①基礎科学分野か否かの判断は困難であるので、念の為すべての案件について輸出管 

   理の部署に相談するよう指導している  

  ②具体的な製品の開発等を前提としていなければ例外規定適用可としている  

  ③企業との共同研究契約でなければ例外規定適用可としている  

  ④その他  （                         ） 

  

 Q２６）教職員の海外出張の際に、学内のどの部署で渡航先や目的、携行品の確認を行っ 

  ていますか？ 

  ①教職員の所属部局の事務担当者が行っている  
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  ②輸出管理の部署が行っている  

  ③自己確認を行っている   

  ④その他  （                         ） 

 

６．国際交流協定について 

 Q２７）交流協定締結の際、輸出管理の観点から相手先及び交流協定内容に関する審査を 

  行っていますか？ 

  ①はい            

  ②いいえ     

  ③その他  （                         ） 

   

 Q２８）協定書に輸出管理に関する条項はありますか？ 

  ①はい     

  ②いいえ        

  ③特に輸出管理だけの条項はなく全般的な法令遵守条項のみ  

  ④相手先によっては条項がある  

  ⑤その他  （                         ） 

 

 Q２９）外国ユーザーリスト掲載機関との交流協定を締結していますか？ 

  ①はい  →Q３０）へ 

  ②いいえ   

  ③予定がある  →Q３０）へ 

  

Q３０）【Q２９）の回答が①又は③の方】外国ユーザーリスト掲載機関と交流協定を締 

  結している場合又は予定がある場合、特別な対応を行っていますか？ 

  ①はい  （対応内容：                         ） 

  ②いいえ      

   

７．共同研究契約又はMTA について 

 Q３１）契約締結の際、輸出管理の観点から、提供予定の技術情報・マテリアル及び相手 

  先に関する審査を行っていますか？ 

  ①はい            

  ②いいえ      

 

 Q３２）契約書に輸出管理に関する条項はありますか？ 

  ①はい     

  ②いいえ        

  ③特に輸出管理だけの条項はなく全般的な法令遵守条項のみ  

  ④相手先によっては条項がある  

  ⑤その他  （                         ） 

 

 Q３３）外国ユーザーリスト掲載機関との契約を締結していますか？ 

  ①はい  →Q３４）へ 
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  ②いいえ   

  ③予定がある  →Q３４）へ 

 

 Q３４）【Q３３）の回答が①又は③の方】外国ユーザーリスト掲載機関と契約を締結し 

  ている又は予定がある場合、特別な対応を行っていますか？ 

  ①はい  （対応内容：                         ） 

  ②いいえ      

   

８．輸出管理の監査・文書管理について 

 Q３５）輸出管理の監査に関する規定はありますか？ 

  ①輸出管理規程で定めている  

  ②輸出管理規程以外の規程で定めている   

  ③ない  

 

 Q３６）輸出管理に関する監査の実施状況についてお答えください。 

  ①実施済み   

  ②検討中  

  ③実施の予定はない  

 

 Q３７）輸出管理に関する文書の管理についての規定はありますか？ 

  ①輸出管理規程で定めている  

  ②輸出管理規程以外の規程で定めている   

  ③ない  

 Q３８）輸出管理に関する文書の保存年限についてお答えください。 

  ①５年  

  ②７年  

  ③特に定めていない  

  ④その他  （                         ） 

 

９．その他 

 Q３９）輸出管理業務を円滑に遂行するための経済産業省への要望として、同意いただけ 

  るものにチェックを付けてください。（複数回答可） 

① 非判定ツールの充実（電子化した判定ツールの整備）  

② 製品・型番別該非判定データの公開及びポータルサイトの設置  

③ 許可申請審査のスピードアップ  

④ 電子許可申請の促進  

⑤ 政省令等の重層構造のスリム化  

⑥ 輸出規制品目番号の国際化（EUと整合化）  

⑦ 国際レジーム改正に迅速に対応するための制度の整備  

⑧ 同盟国等輸出手続きの一層の簡素化  

⑨ 輸出等に係る基本法の制定  

⑩ Foreign Availability についての情報収集に基づく規制品目の見直し  

⑪ 該非判定から税関手続きまで、輸出に関わるすべての政府機関の総合窓口の設置 
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⑫ その他の要望あり  （                         ） 

 

 Q４０）輸出管理において、効果のあった取組みや独自の管理方法などがございましたら、   

  差支えない範囲で構いませんのでご記入ください。 

        

 

 

 

 

 

 Q４１）その他、ご意見等ございましたら、ご自由にご記入ください。 

        

 

 

 

 

 

～ ご協力ありがとうございました ～ 
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ＵＣＩＰ安全保障輸出管理情報交換会の概要 

 

 

ＵＣＩＰでは、2012 年５月 15 日に、安全保障輸出管理に関する情報交換会を以下のとお

り開催した。 

 当日は、本アンケートへ回答した機関、外為ＮＥＴ会員（ＵＣＩＰのＨＰ上で輸出管理

に関する情報交換を行う会の会員）、大学、研究機関、ＣＩＳＴＥＣ、輸出管理関係団体、

企業等から 85 名の担当者が参加し、本アンケートの調査結果および日頃の輸出管理業務で

直面している問題点、先進事例、政府等への要望について活発な討論が行われた。 

 

■日時：2012 年５月 15 日（火） 13:30～17:00 

 

■場所：キャンパス・イノベーションセンター（ＣＩＣ） 

    東京 ５階５０９（東京都港区芝浦３－３－６） 

 

■プログラム： 

 ・大学等を対象とした安全保障輸出管理に関するアンケート結果報告 

･･････松原 幸夫 

 ・九州地域大学安全保障輸出管理ネットワークの活動について 

･･････九州大学 国際法務室国際法務・輸出管理担当 佐藤 弘基氏 

 ・該非判定ツールの整備と電子化について    ･･････外為ＮＥＴ会員 小野 薫 氏 

 ・東京工業大学における安全保障輸出管理とその運用ルール 

･･････東京工業大学 国際室・国際連携課国際連携プランナー 角田 重雄氏 

国際連携プランナー 山内 司 氏 

 ・静岡大学における安全保障輸出管理の取り組み 

･･････静岡大学 安全保障輸出等管理室 河合 孝尚氏 

 ・基礎科学分野の判断基準モデル    ･･････情報システム・研究機構 平出 壱洋氏 

 ・「基礎科学分野の研究活動」にかかる適用除外について 

･･････京都大学 研究国際部研究推進課 野尻 知江氏 

 ・安全保障輸出管理に関する意見交換（質問、意見、要望等） 

･･････（モデレーター） 松原 幸夫 

 ・交流会  （ＣＩＣ東京５階 17:00～） 

 

 本情報交換会においては、非公開情報も提出されたので、以下ではその概要のみ記す。 

（当日の配布資料のうち、公開可能なものについてはＵＣＩＰホームページ参照。） 
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１．質疑応答および要望 

（以下の回答は、当日の参加者の意見または情報提供であり、政府関係機関等の確認をと

っていないものであることに留意されたい。） 

 

  質問Ａ                                      

① 海外からの博士課程への入学志願者の志望研究内容によっては、その志願者に対す

る研究指導の内容が外為法上の規制を受ける技術に該当する可能性がある。経産省

への許可申請の結果、当該技術の提供が不許可となった場合、当該志願者は在学中

に学位取得に必要な研究指導を受けられず、入学の目的を達せられないこととなる。 

そのため、本来は安全保障輸出管理上の該非判定、取引審査および経産省への許可

申請といった手続きと入試における合否判定は別個の手続きであるものの、実際に

は出願者の学力検査と並行して該非判定等の手続きも行うべきと思われるが、合否

判定において安全保障輸出管理上の懸念を理由として考慮することは許されるのか

伺いたい。 

② また、海外からの出願者が日本国内の代理人等を通して通常の出願期間内に出願し

てきた場合、該非判定等の手続きが間に合わない恐れもあることから、「海外からの

出願者の場合は研究指導（技術の提供）にあたって経産省の許可が必要な場合もあ

ることから、出願前に申し出て該非判定等を行い、必要であれば経産大臣の許可を

取得しなければならない」旨を募集要項に記載することが適当か伺いたい。 

 

  質問Ａに対する意見１ 

   募集要項に記載した方がよいか否かについては、現在検討中である。当面の措置と 

  しては募集要項には記載せず、輸出管理上の確認を行うことを検討している。 

 

  質問Ａに対する意見２ 

   UCIP でも議論になっている問題である。学力検査と安全保障輸出管理上の制限は別 

  物である。本学では安全保障輸出管理担当部署から入試課に一報を入れている。経産 

  省の許可があれば受け入れること自体問題はない。「安全保障輸出管理上、合格できな 

  いことがある」というのは適切でない。法律の制限によりただちに履修できない科目 

  があることを、事前に知らせておくことは必要であろう。 

 

質問Ｂ                                        

 輸出管理は研究者に負担を与えるだけなので、事務方を含めてできるだけ負担を少なくす

るように、最小限軍事転用がないということで研究者に情報収集をしてもらうことが大事だ

と考えている。これを前提に以下について伺いたい。 
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① 該非判定における専門的見解のサポート体制を共同で構築できないか。 

② 製品の輸出と異なり、研究開発ではあらかじめ提供する技術を特定することは非常

に困難であるが、リスト規制のスペックを超える可能性があることをもって許可申

請が可能か。 

③ 留学生は入国審査時に一定の安全保障上のチェックがかけられないか。 

④ 例外規定（公知技術等）の指標化・事例のＤＢ化ができないか。 

⑤ 企業の製品輸出とは異なり、大学での輸出管理では何が出てくるかわからないとい

うのが実情である。研究者に問い合わせても安全保障輸出管理がどのようなものか

という認識がなく、個別にヒアリングして判断している。共同研究契約も契約締結

前に申請することが可能であるとのことであるが、経産省への照会事例があれば教

えてほしい。 

 

 質問Ｂに対する意見１ 

経産省への許可申請で明確に「ＮＯ」と言われたケースはある。どの項番でどのよう

に規制を超えるのかある程度見えている場合は、相談を受け付けるとのこと。どの項

番でどのように超えるかわからないと担当が決められないので、相談自体受け付けて

もらえない。 

 

 質問Ｂに対する意見２ 

輸出管理を研究者にとって負担になるものととらえるのではなく、自分の研究を世

の中に展開するために必要なプロセスだという認識が必要である。 

 

 質問Ｂに対する意見３ 

必要最小限のことをきっちりやることが重要である。それに伴う作業負担がかかる

ということは理解してもらっている。どこまでやるか、我々（輸出管理部門）がやっ

ていることがベストかというと、見解が分かれる。コストパフォーマンスのよいとこ

ろにもっていくことが我々の仕事ではないかと考えている。意識がバラバラなところ

もあるが、かなり高まってきている。適切にサポートしていくのが我々の役目である。 

 

質問Ｃ                                        

 ① 「大学等において技術提供（役務取引）をどう管理するか」について、成功してい 

   る大学等があれば紹介していただきたい。役務取引については、外国企業との共同  

   研究等で試作等をしている事例であれば対応しやすいが、例えば、外国の学会等で 

   研究者同士が議論している中で契約もなしに新たに共同でプログラム開発してみよ 

   うというようなことはありうる。よい技術が確認できたので特許出願したいという 

   ような段階では、情報は上がってくるが、役務取引の処理は事後処理になる。 
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② 外国人に対する教育をしているところがあれば、その具体的方法、教材等を参考に 

  したい。また、（経産省の）安全保障貿易管理のＨＰに英語版はあるが、わかりや 

  すい英語版の説明資料や解説資料があれば、紹介していただきたい。 

 

 質問Ｃに対する意見１ 

   英語版資料については、北陸先端科学技術大学院大学と共同で作成した経産省のパ 

  ンフレットの英訳がある。４月に一般包括許可（ホワイト包括）や特定子会社包括許 

  可の改正があったが、特定子会社包括許可の中では研究者同士の議論は最低限の技術 

  であれば免除になる。ただし、企業寄りのものなので大学版で包括を作ってくれない 

  か期待している。 

 

  質問Ｃに対する意見２ 

   英語版の啓発資料については、経産省のパンフ 

  レットを少し変更して対訳両面１枚物で配付して 

  いる。情報量が多いので資料の英訳や英語による  

  説明会を検討している。研究契約のない中での技 

  術の取引については、企業とは異なりメールの確 

  認ができないので「研究者への啓発」で対応して 

  いる。 

 

  質問Ｃに対する意見３ 

   学会での自由な話し合いの中で発明が出てしまうということについては、日頃から   

  個々の研究者が自分の研究領域が輸出管理上リスクのある分野にあるかどうかを知っ 

  ていることが重要である。軍事技術への転用のおそれがある分野では、口頭での情報 

  交換にも十分注意する必要がある。 

 

  質問Ｃに対する意見４ 

   輸出管理の啓発に関連することであるが、携行物を申告する際、申告書の中で渡航  

  目的を記載するようにしている。申告書を提出するだけではなく、持ち帰ってきたか、  

  目的外活動の有無を含め事後にも申告してもらうようにしており、繰り返しているう 

  ちにわかるようになるような仕掛けになっている。 

 

質問Ｄ                                      

① 該非判定について 

  企業では事業分野が特定されているため、事業分野に関係する該非判定ができれば問   

  題ない。つまり、別表第１の１の項から 15 の項まで、および別表第２の全てを知らな 
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  くてもよいことになる。しかし、大学等の場合、研究内容（テーマ）は非常に多岐に 

  わたっていると思う。さらに研究者も別の大学等に異動することがあるので、「特定の 

  項番の該非判定はできない」ということは許されないのではないか。大学等はどのよ 

  うに全ての項番に対応しているのか。該非判定の業務フローも含めて教えていただき 

  たい。 

① 取引審査について 

留学生や海外の共同研究者の取引審査について、「核兵器等開発等告示」および「明ら

かガイドライン」の確認をどのように行っているか。「核兵器等開発等告示および「明

らかガイドライン」は、貨物の輸出には適した確認項目であると思うが、技術の提供

に適した確認項目であるとは思っていない。実効性のある取引審査のために大学等が

どのような工夫をされているのか伺いたい。 

② 監査について 

監査対象は基本的に理系（理学、工学、医学、農学、薬学等）の学部・研究科等が対

象になる。しかし、考古学のように人文系であるが、科学的研究手法を取り入れてい

る研究もあると思う。大学等は監査対象をどのように決定しているか。 

③ 教育について 

企業では担当者の異動による業務の質の低下を防ぐため、マニュアル化（標準化）を

行っている。しかし、担当者はマニュアルにないノウハウを身につけているため、担

当者変更の前後は「引き継ぎ＋教育」が必要になる。大学等でも担当者が異動するこ

とがあると思うが、輸出管理のように非常に専門的な業務について、大学でのノウハ

ウの蓄積および人材育成（教育の方法）をお聞かせいただきたい。 

④ サンプルの輸出について 

共同研究ではサンプルを共有するため、化学品や生物サンプルを輸出することがある

と思う。このような場合、どのようにして漏れのない出荷管理がなされているか。 

また、危険物船舶運送および貯蔵規則やＩＡＴＡ ＤＧＲ（国際航空運送協会の危険物

規則：Dangerous Goods Regulations）のような船舶又は航空機への積載規則をどのよ

うに確認しているか。 

 

  質問Ｄに対する意見１ 

 企業においても輸出管理のスペシャリストは限られている。キーワード検索の場合  

は、全項番について確認している。企業においても研究分野があるので、研究室毎に 

どの項番に該当する可能性があるか確認している。「明らかガイドライン」に書いてあ 

る内容は全て網羅する審査シートを作っている。海外出張については、海外出張申請 

手続により行き先や渡航目的、技術者か否か等をチェックしている。 
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 質問Ｄに対する意見２ 

  ① 大学では広く浅くカバーしなければならないが、すべての項番について精通して 

   いる人は大学にもいないし企業にもいない。また、企業にはない留学生や研究者に 

   関連する技術提供の管理があるので、教育・研究活動への理解も必要である。該非 

   判定についてはどの分野でも手続的遺漏がないように手順を実施でき、申請した研 

   究者（教員）と相談しながら、教員の専門知識も引き出して進めるコミュニケーシ 

   ョン能力が必要である。また、大学の教員、研究室の研究分野、保有する機器、試 

   料等についてあらかじめスクリーニング調査を全学的に行い、どの規制分野を多く 

   保有しているかを把握し、特定の分野に関連する教員のデータベース等の情報を整 

   備して、管理の濃淡を可能にする方法も行っており負担を軽減している。１万人以 

   上の学生がいる大規模大学では複数の専門家により、担当分野を分担する方法を行 

   っている大学もある。 

  ② 取引審査の「明らかガイドライン」については、技術については気をつける程度 

   で特段のことはしていない。 

  ③ 監査の問題については、経営監査と異なり、大学全体の動向としてはこれからの 

   課題である。 

  ④ 啓発教育については、多くの大学では輸出管理の取り組みをはじめたところであ 

   り、専門家の確保すら困難な状況がみられ、企業ほど進んでいない。 

  ⑤ 出荷管理については、該非判定の書類と実際に送った物とが一致しているか管理 

   しなければならないが、限界があり、課題となっている。 

 

  質問Ｄに対する意見３ 

   荷物をどう管理するかについては、携行品についてはメーカー品がほとんどなので 

  メーカーに問い合わせる。試作品については、研究者が技術のスペシャリストである 

  ので、研究者と一緒に判断するようにしている。 

 

  質問Ｄに対する意見４ 

   別表第２について、個人的に調査し、化学薬品について該当するものが１件あった。   

  担当の研究者に「経産省の承認が必要だ」と言ったら、中止した。このような事例も 

  あるので、別表第２を無視するのは危険。研究者に経産省に同行してもらい、直接話 

  してもらうようにしている。企業では該非判定よりも先に取引審査を行ったほうがよ 

  いといわれているようであるが、大学では企業のように特定の製品を扱うわけではな 

  いので該非判定を先にすべきではないか。「明らかガイドライン」については、法改正 

  による改訂が必要であり、全ての機関が対応できているかは疑問である。監査（輸出 

  管理室の監査、学部への監査）についてはできていないので、ＣＩＳＴＥＣのような 

  外部団体による外部監査かＵＣＩＰによる持ち回り監査ができればと考えている。 
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要望Ｅ 大使館推薦国費外国人留学生の選抜について（外務省への要望）         

大使館推薦国費外国人留学生の選抜については、まず在外日本大使館（外務省）におい

て第一次審査が行われ、第一次審査の合格者が次の段階で進学を希望する国内の大学（の

教員）にコンタクトを取り、「受入れ内諾書」を取り付けることとなっているが、「受入れ

内諾書」の発行までのスケジュールがタイトであり、該非判定等を終えることが難しい場

合がある。特に、外国ユーザーリストに掲載されている機関がある国からの大使館推薦に

ついては、当該大使館における該非判定等の審査はできないとしても、提供を受けようと

する技術の内容によっては外為法上の規制によって日本の大学では受入が困難な場合があ

る旨を説明していただくだけでも、大学としてのその後の対応が円滑になると思われるた

め、大使館での第一次審査におけるご配慮をお願いしたい。 

また、大学が「受入内諾書」を発行した後に、外務省の総合政策局軍縮核不拡散・科学

部から安全保障輸出管理上の確認依頼があった事例があるが、大使館における第一次審査

の合格候補者について安全保障輸出管理上の懸念がある場合には、外務省内においてまず

確認を行ってから第一次審査合格者を決定するようにお願いしたい。 

 

要望Ｆ 外為法上の居住性の問題について（経産省・文科省への要望）              

 経産省貿易管理部が作成した「安全保障貿易管理に係

る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）改訂版」

では、「来日後６か月経過して『居住者』となった留学

生や海外からの研修生などが、帰国（休学中の一時帰国

も含む）後、外国において技術を再提供することがあら

かじめ分かっている場合や、その可能性がある場合には、

技術資料（ＵＳＢメモリなどに記録したものも含む。）の外国への持ち出しや、技能訓練

などによる技術の提供に際し、規制の対象となる技術提供の有無について確認する必要が

あります。」とされている。日本人学生であれ外国人留学生であれ、入学時や在学中に修

了（卒業）後の技術提供のあらゆる可能性を考慮して該非判定等を行うのは現実的でない。 

 一方、外為法上では刑事罰・行政処分等の規定もあり、大学としてどこまで対応すれば

よいのかは不明瞭で苦慮しているところである。大学における留学生受入など国際交流活

動の促進は、適正な安全保障輸出管理の下に行われるべきではあるが、前述の「来日後６

か月経過して『居住者』となった留学生」への技術提供に係る事実上の規制など、現行の

外為法の規制は大学における教育研究活動とそぐわない面もあり、経産省及び文科省にお

いては、外為法の改正も含め、大学における教育研究活動の特性に配慮した見直しをお願

いしたい。 
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２．本報告書の６項目の要望事項について 

ＵＣＩＰから提示した６項目の要望事項については、いずれも参加者から賛同を得ると

ともに、要望事項の実現に向けて関係機関へ強く働きかけを行うよう要望があった。 

 

以上 
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 本報告書は、UCIP 法務調査研究部門で検討を行い、UCIP 輸出管理 WG メンバー（※）が

中心となって取りまとめたものである。 

 

2011～2012 年度 UCIP 法務調査研究部門メンバー 

大学名 所属・役職 氏名

産学官連携・研究推進部　課長 山田　徹

産学官連携・研究推進部　地域連携室長 還田　隆

産学官連携・研究推進部　国際展開G 奥脇　勝也

産学官連携・研究推進部　国際展開G 深澤　綾
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研究推進部　研究支援課長 山名 貴之（※）
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３．大学における安全保障輸出管理運用支援

大学が輸出管理体制を構築するための、標準規程案、輸出管理フローおよび外為法に対

応した各種の学内様式を紹介する。
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国立大学法人○○○大学安全保障輸出管理規程 

 

制定 平成  年  月  日 

 

※原則として、経済産業省 CP モデルを基本に、先行するいくつかの大学の規則や平成２１年１１

月法改正を踏まえた CISTEC モデルを参考にして、各条毎に UCIP 法務部会で留意点などの検討

を加えながら構成した管理規程案です。 

 

 

第 1 章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人○○○大学(以下｢本学｣という。)の安全保障輸出管理(以下｢輸出管

理｣という。)の基本方針を定め、適切な管理体制を構築整備することにより、輸出管理の確実な実施を図り、

もって国際的な平和及び安全の維持の観点から我が国の教育研究機関として国際的責任を果たすことを

目的とする。 

 

２ この規程に定めるもののほか、本学における輸出管理については、外国為替及び外国貿易法（昭和 24

年法律第 228 号。以下「外為法」という。）及びその他関係法令の定めるところによる。 

 

(適用範囲) 

第２条 この規程は、本学が行う貨物の輸出及び技術の提供又は外国において技術の提供をすることを

目的とする取引（以下「技術の提供」という。）に関する業務に適用する。 

 

(定義) 

第３条 この規程における用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）「外為法等」とは、国際的な平和及び安全の維持の観点から技術の提供及び貨物の輸出を規制する

外為法とこれに基づく政令、省令、通達等をいう。 

（２）「輸出等」とは、技術の提供及び貨物の輸出（輸出を前提とする国内取引を含む。）をいう。 

（３）「技術等」とは、技術及び貨物をいう。 

（４）「規制技術等」とは、国際的な平和及び安全の維持の観点から外為法等により規制されている技術及

び貨物をいう。このうち、外国為替令（以下「外為令」という。）（別表）の１の項から１５の項までに該当する

技術を「リスト規制技術」といい、輸出貿易管理令（以下「輸出令」という。）別表１の１の項から１５の項に該

当する貨物を「リスト規制貨物」という。「リスト規制技術」と「リスト規制貨物」をあわせて「リスト規制技術

等」という。また、外為令別表の１６の項に該当する技術及び輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物を

「キャッチオール規制技術等」という。 
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（５）「核兵器等」とは、核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこれらの散布のための装置又は

これらを運搬することができるロケット若しくは無人航空機をいう。 

（６）「開発等」とは、開発、製造、使用又は貯蔵をいう。 

（７）「教職員等」とは、役員、本学職員、その他本学に雇用されるすべての者をいう。 

（８）｢通常兵器｣とは、核兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物をいう。 

（９）｢通常兵器の開発等｣とは、通常兵器の開発、製造又は使用をいう。 

（１０）「該非判定」とは、技術等が，リスト規制技術等に該当するか否かを判定することをいう。 

（１１）「取引審査」とは、該非判定又は用途・需要者を確認する場合において当該判定又は確認の事項に

該当するときに、本学として当該取引を行うかどうかを判断することをいう。 

 

第２章 基本方針 

 

(基本方針) 

第４条 本学における輸出管理の基本方針は、次の各号のとおりとする。 

（１）規制技術等の輸出等については、外為法等及び本規程に反する行為は行わない。 

（２）外為法等の遵守及び適切な輸出管理を実施するため、輸出管理の責任者を定め、輸出管理体制の

整備、充実を行う。 

 

第３章 組織 

 

(最高責任者) 

第５条 基本方針に基づき、輸出管理関連業務を適正かつ円滑に実施するため、本学における輸出管理

の最高責任者を置き、学長（総長）をもって充てる。 

 

(輸出管理統括責任者) 

第６条 最高責任者の下で輸出管理業務を統括する輸出管理統括責任者を置き、○○○○（理事クラ

ス）をもって充てる。 

 

２ 輸出管理統括責任者は、以下の業務を行う。 

（１）この規程の制定及び改廃に関する業務 

（２）この規程に基づく運用、手続等の策定及び改廃に関する業務 

（３）該非判定及び取引審査の承認並びに記録保存に関する業務 

（４）全学的な輸出管理業務の総括及び全学徹底事項の指示、連絡、要請等に関する業務 

（５）輸出管理業務の監査に関する業務 

（６）輸出管理の教育に関する業務 

（７）附置研究所及び海外事務所等の指導 

（８）本学関係部署等の長に対する輸出管理業務に係る報告等の要求、調査の実施、又は改善措置等の

命令に関する業務 

̶ 116 ̶



  

（９）経済産業省への輸出管理業務に係る相談及び許可申請に関する業務 

 

（輸出管理アドバイザー） 

第７条 本学に、輸出管理アドバイザーを置き、輸出管理統括責任者が任命する。 

 

２ 輸出管理アドバイザーは、輸出管理統括責任者の業務を補佐する。 

 

(管理体制) 

第８条 この規程の遵守及び輸出管理業務を適切に実施するため、○○○○○○（部署名）に輸出管理

責任者を置き、○○○○（役職名）をもって充てる。 

 

２ 輸出管理責任者は、輸出管理責任者の業務を補佐する輸出管理マネージャーを任命することができ

る。 

 

３ 輸出管理責任者は、輸出管理統括責任者の指示の下で、輸出管理に関する次の各号に揚げる業務を

行う。 

（１）輸出管理統括責任者の指示、連絡、要請等の周知徹底に関する業務 

（２）輸出管理手続に関する業務 

（３）輸出管理の教育に関する業務 

（４）輸出管理手続に係る教職員等からの相談に関する業務 

（５）該非判定（一次審査）に関する業務 

 

第４章 手続 

 

(該非判定) 

第９条 以下の輸出等を行おうとする教職員等は、リスト規制技術等について該非判定を受けなければ

ならない。 

（１）非居住者に対する研究施設の案内や国内外で技術の提供を行う場合で、以下のものを含む。 

・本邦へ入国後６ケ月を経過していない外国人留学生又は外国人研究生に対して公知でない技術の情報

等を用いて授業や指導を行う場合 

・国内外で打合せ又は会議を行う場合 

・国内外で電子メールやファクシミリに資料、図面、データ、プログラムを記載又は添付して送信する場合 

・研究等に必要な機器の発注に際して海外の企業等に所属する非居住者に仕様書、図面、データ等を送

付する場合 

（２）海外の大学、研究機関又は企業と研究契約等を締結する場合 

（３）貨物を輸出、又は手荷物として国外に持ち出す場合。 

 

２ 前項の該非判定は、次の方法により行うものとする。 
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（１）学内で設計・開発した貨物の輸出又は当該貨物に関連のある技術の提供を行う場合は、輸出等を行

おうとする教職員等は、別に定める安全保障輸出管理の事前のチェックリストにより判定を行い、別に定め

る該非判定書を作成の上、輸出管理責任者へ提出する。 

（２）輸出管理責任者は、前号の該非判定書及び当該該非判定書に添付される技術に関する資料により最

新の外為法等に基づいてリスト規制技術等に該当するか否かの判定（以下「一次審査」という。）を行う。 

（３）学外から調達した技術等に係る輸出等について該非判定を行う場合は、輸出管理責任者は、当該技

術等の調達先から該非判定書を入手する等の方法により、適切に該非判定を行う。ただし、当該調達先か

ら該非判定書等を入手しなくても判定できると認められる場合には、本学の責任において該非判定を行う

ことができる。 

（４）前 2 号の場合において、輸出管理責任者は，該非判定の結果について輸出管理統括責任者に提出す

る。 

（５）輸出管理統括責任者は、前号の判定結果の提出があった場合は、その判定内容について審査し、承

認の最終決定（以下「二次審査」という。）を行う。 

 

(用途確認) 

第１０条 第９条の規定に該当する輸出等を行おうとする教職員等は、安全保障輸出管理チェックリストに

より、当該輸出等の相手先、当該需要者等について次の各号に該当するか否かを確認しなければならな

い。 

（１）リスト規制技術等については、当該輸出等に係る技術若しくは貨物が大量破壊兵器等の開発等若しく

は大量破壊兵器等の開発等以外の軍事用途に用いられる、又はこれらのおそれがあること。 

（２）キャッチオール規制技術等については、当該輸出等に係る技術又は貨物が大量破壊兵器等の開発等

に用いられるおそれがあること。 

 

(需要者等確認) 

第１１条 第９条の規定に該当する輸出等を行おうとする教職員等は、安全保障輸出管理チェックリストに

より、当該輸出等の相手先、当該需要者等について次の各号に該当するか否かを確認しなければならな

い。 

（１）経済産業省が作成する外国ユーザーリストに記載されていること。 

（２）大量破壊兵器等の開発等を行う、又は行ったことが入手した資料等に記載されていること、又はその

情報があること。 

 

(取引審査) 

第１２条 輸出等を行おうとする教職員等は、その輸出等が以下に該当する場合は、別に定める「審査票」

を作成の上、輸出管理責任者の一次審査を受けた後、輸出管理統括責任者に審査を申請する。なお、当

該取引を行うか否かの最終判断は、輸出管理統括責任者が行う。 

（１）第９条の該非判定の結果、外為令別表の１の項から１５の項、又は当該貨物等が輸出令別表第１の１

の項から１５の項に該当する場合。 

（２）第１０条第１号又は第２号のいずれかに該当する場合。 
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（３）第１１条第１号又は第２号のいずれかに該当する場合。 

（４）経済産業大臣から許可申請をすべき旨通知を受けた場合。 

（５）本項の第１号から第３号に該当するか否か不明の場合又は疑義がある場合。 

 

２ 審査票には、仕向地、貨物等の名称、該非判定結果、需要者、用途、取引経路等を記載し、審査に必

要な書類を添付するものとする。 

 

３ 審査票を起票するに当たっては、取引の内容を事実に即して正確に記入しなければならない。 

 

４ 国内取引であっても、輸出等されることが明らかな場合には、第１項と同様の手続を行うこと。 

 

５ 輸出等を行おうとする教職員等は、輸出管理統括責任者の承認を得ることなく、当該取引を進めてはな

らない。 

 

(外為法等に基づく許可の申請等) 

第１３条 輸出管理統括責任者は、前条（取引審査）における承認後、外為法等に基づく経済産業大臣の

許可を受けなければならない輸出等については、学長名により所定の申請書及び添付書類を作成し、経

済産業大臣に対して許可申請を行うものとする。 

 

２ 教職員等は、外為法等に基づく許可が必要な輸出等については、経済産業大臣の許可を取得しない

限り当該輸出等を行ってはならない。 

 

(契約書等への明示) 

第１４条 第１２条第１項に該当する技術等の提供を行う場合は、原則として契約書等の書面による約定の

取り交わしを行わなければならない。これらの契約書等には、日本政府の許可を受けなければならない技

術の提供又は貨物の輸出については、許可を取得するまでは発効しない旨又は許可を取得できないもの

は、本契約の対象から除く旨並びに大量破壊兵器等の開発等に転用しないこと及び許可の条件を遵守す

ることを明示し約定することを基本とする。 

 

第５章 出荷管理 

 

(貨物の出荷管理) 

第１５条 輸出等を行おうとする教職員等は、第９条（該非判定）及び第１２条（取引審査）の手続が行われ

たこと並びに出荷される貨物(自らが海外に持出すハンドキャリー貨物を含む。)が該非判定等の書類の記

載内容と同一のものであることを確認しなければならない。また、外為法等の許可が必要な貨物の輸出の

場合には、経済産業大臣の許可が取得されていることを確認しなければならない。 
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２ 輸出管理責任者は、輸出時に前項の輸出等を行おうとする教職員等による確認がされていない場合は、

直ちに当該輸出の手続きを取り止め、輸出管理統括責任者へ報告するものとする。 

 

３ 輸出管理責任者は、通関時に事故が発生した場合は、直ちに輸出手続を取り止めて輸出管理統括責

任者へ報告する。輸出管理統括責任者は、事実関係を把握し、輸出通関停止の指示を含む適切な措置を

講じる。 

 

(技術提供管理) 

第１６条 教職員等は、技術の提供を行う場合、第９条に規定する該非判定及び第１２条に規定する取引

審査の手続が行われたこと、並びに外為法等に基づく許可を受けなければならない技術の提供を行う場

合は、経済産業大臣の許可が取得されていることを確認しなければならない。 

 

２ 輸出管理責任者は、輸出時に前項の輸出等を行おうとする教職員等による確認がされていない場合は、

直ちに当該輸出の手続きを取り止め、輸出管理統括責任者へ報告するものとする。 

 

第６章 監査 

 

(監査) 

第１７条 輸出管理統括責任者は、本学の輸出管理が本規程に基づき適正に実施されていることを確認す

るため、監査を定期的に行う。 

 

第７章 教育 

 

(教育) 

第１８条 輸出管理統括責任者及び輸出管理責任者は、外為法等及びこの規程の遵守の重要性を理解さ

せ、確実な実施を図るため、教職員等に対し、計画的に教育を行う。 

 

第８章 文書管理 

 

(文書管理又は記録媒体の保存) 

第１９条 輸出等手続きに関連する書類は、事実に基づき正確に記載しなければならない。 

 

２ 規制対象技術等の提供等に係る文書又は記録媒体は、技術が提供された日又は貨物が輸出された日

から起算して、少なくとも７年間保管しなければならない。 

 

第９章 附置研究所及び海外事務所等の指導 

 

(附置研究所及び海外事務所等の指導) 
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第２０条 輸出管理統括責任者は、規制技術等の輸出等を行う附置研究所及び海外事務所等に対し、実

情に即した指導を行う。 

 

第１０章 報告 

 

(報告) 

第２１条 教職員等は、外為法等又はこの規程に対する違反の事実を知った場合又は違反のおそれがあ

る場合には、その旨を輸出管理統括責任者に速やかに報告しなければならない。 

 

２ 輸出管理統括責任者は、前項の報告内容を調査し、外為法等に違反している事実が判明した場合又は違

反のおそれがあることを知った場合は、輸出管理の最高責任者に報告する。最高責任者は、学内の関係部

署に対応措置を指示するとともに、遅滞なく関係行政機関に報告するものとする。 

 

第１１章 罰則 

 

(罰則) 

第２２条 故意又は重大な過失により本規程に違反した者及び関係者は、国立学校法人○○○大学職員

就業規則等による処罰の対象とする。 

 

第１２章 事務 

 

(事務)  

第２３条 輸出管理に関する事務は、関係部署の協力を得て、○○○○○○（部署）において処理する。 

 

第１３章 雑則 

 

(雑則) 

第２４条 この規程に定めるもののほか、輸出管理に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

この規程は、平成○○年○○月○○日から施行する。 
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国立大学法人○○○大学安全保障輸出管理規程 

 

制定 平成  年  月  日 

 

※原則として、経済産業省 CP モデルを基本に、先行するいくつかの大学の規則や平成２１年１１

月法改正を踏まえた CISTEC モデルを参考にして、各条毎に UCIP 法務部会で留意点などの検討

を加えながら構成した管理規程案です。 

 

 

第 1 章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人○○○大学(以下｢本学｣という。)の安全保障輸出管理(以下｢輸出管

理｣という。)の基本方針を定め、適切な管理体制を構築整備することにより、輸出管理の確実な実施を図り、

もって国際的な平和及び安全の維持の観点から我が国の教育研究機関として国際的責任を果たすことを

目的とする。 

 

２ この規程に定めるもののほか、本学における輸出管理については、外国為替及び外国貿易法（昭和 24

年法律第 228 号。以下「外為法」という。）及びその他関係法令の定めるところによる。 

 

(適用範囲) 

第２条 この規程は、本学が行う貨物の輸出及び技術の提供又は外国において技術の提供をすることを

目的とする取引（以下「技術の提供」という。）に関する業務に適用する。 

 

(定義) 

第３条 この規程における用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）「外為法等」とは、国際的な平和及び安全の維持の観点から技術の提供及び貨物の輸出を規制する

外為法とこれに基づく政令、省令、通達等をいう。 

（２）「輸出等」とは、技術の提供及び貨物の輸出（輸出を前提とする国内取引を含む。）をいう。 

（３）「技術等」とは、技術及び貨物をいう。 

（４）「規制技術等」とは、国際的な平和及び安全の維持の観点から外為法等により規制されている技術及

び貨物をいう。このうち、外国為替令（以下「外為令」という。）（別表）の１の項から１５の項までに該当する

技術を「リスト規制技術」といい、輸出貿易管理令（以下「輸出令」という。）別表１の１の項から１５の項に該

当する貨物を「リスト規制貨物」という。「リスト規制技術」と「リスト規制貨物」をあわせて「リスト規制技術

等」という。また、外為令別表の１６の項に該当する技術及び輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物を

「キャッチオール規制技術等」という。 
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（５）「核兵器等」とは、核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこれらの散布のための装置又は

これらを運搬することができるロケット若しくは無人航空機をいう。 

（６）「開発等」とは、開発、製造、使用又は貯蔵をいう。 

（７）「教職員等」とは、役員、本学職員、その他本学に雇用されるすべての者をいう。 

（８）｢通常兵器｣とは、核兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物をいう。 

（９）｢通常兵器の開発等｣とは、通常兵器の開発、製造又は使用をいう。 

（１０）「該非判定」とは、技術等が，リスト規制技術等に該当するか否かを判定することをいう。 

（１１）「取引審査」とは、該非判定又は用途・需要者を確認する場合において当該判定又は確認の事項に

該当するときに、本学として当該取引を行うかどうかを判断することをいう。 

 

※ (1)～(6)までが経済産業省 CP モデルを踏襲しており、最低限の用語。実情に応じ、より詳細に定

める例もある。 

※ （7）は、基本的には大学名を冠した身分により行われる輸出が管理対象となるため、広めの概念

が必要。ここで規定されない非雇用の学生や研究員などの活動によるリスクをどう管理するかは、

別途検討しておくべき。 

※ （8）～（11）は、経済産業省 CP モデルにはない。大学になじみのない用語であるため先行大学で

定義している例が多い。 

※ （11）は、第１２条で定める「取引審査」を、学内手続きでどう取り扱うかは任意であるが、経済産

業省が奨励する多段階審査(管理)の要となる手続き。 

 

第２章 基本方針 

 

(基本方針) 

第４条 本学における輸出管理の基本方針は、次の各号のとおりとする。 

（１）規制技術等の輸出等については、外為法等及び本規程に反する行為は行わない。 

（２）外為法等の遵守及び適切な輸出管理を実施するため、輸出管理の責任者を定め、輸出管理体制の

整備、充実を行う。 

 

第３章 組織 

 

(最高責任者) 

第５条 基本方針に基づき、輸出管理関連業務を適正かつ円滑に実施するため、本学における輸出管理

の最高責任者を置き、学長（総長）をもって充てる。 

 

(輸出管理統括責任者) 

第６条 最高責任者の下で輸出管理業務を統括する輸出管理統括責任者を置き、○○○○（理事クラ

ス）をもって充てる。 
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※ 輸出管理統括責任者は理事クラスが望ましい。 

※ 統括専門部署を先に規定し、当該部署に統括管理者を配置するなど、大学ごとに実効ある最適

な体制を規定する。 

※ 小規模大学では、輸出管理統括責任者を省略し、輸出管理責任者を最高責任者が直接管理す

るなど、実情に合わせた工夫が望まれる。 

※ 先行大学の一部に、統括責任者を複数設置する例も見られるが、「統括」的に管理する趣旨から

考慮すれば、専任集約することが望ましい。 

 

２ 輸出管理統括責任者は、以下の業務を行う。 

（１）この規程の制定及び改廃に関する業務 

（２）この規程に基づく運用、手続等の策定及び改廃に関する業務 

（３）該非判定及び取引審査の承認並びに記録保存に関する業務 

（４）全学的な輸出管理業務の総括及び全学徹底事項の指示、連絡、要請等に関する業務 

（５）輸出管理業務の監査に関する業務 

（６）輸出管理の教育に関する業務 

（７）附置研究所及び海外事務所等の指導 

（８）本学関係部署等の長に対する輸出管理業務に係る報告等の要求、調査の実施、又は改善措置等の

命令に関する業務 

（９）経済産業省への輸出管理業務に係る相談及び許可申請に関する業務 

 

２項 

※ 統括責任者を初め、各職責の業務分担は、管理実態を反映するよう、明確化しておく。 

２項（３） 

※ 該非判定は、第９条２項一により現場が判定することとしている。 

２項（７） 

※ 該当する事務所等がなければ本項は削除する。 

 

 

（輸出管理アドバイザー） 

第７条 本学に、輸出管理アドバイザーを置き、輸出管理統括責任者が任命する。 

 

２ 輸出管理アドバイザーは、輸出管理統括責任者の業務を補佐する。 

 

※ 前出の最高責任者、輸出管理統括責任者及び次条に規定される輸出管理責任者は、役職指定

の職となることが多いことから、法的な知識あるいは技術的な知識が必ずしも十分でないことが

想定される。そのため、これらの職責を補完するとともに、輸出管理を実質的に推進する専任職
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として(輸出管理アドバイザー)などの職を設置しておくことは、検討されるべきである。また、この

ような職を学内に持たないとするならば、専任部署の設置や判定マニュアル、外部コンサルタント

など、実際に適切な判断を担保する方法を別途工夫することが重要となる。 

 

(管理体制) 

第８条 この規程の遵守及び輸出管理業務を適切に実施するため、○○○○○○（部署名）に輸出管理

責任者を置き、○○○○（役職名）をもって充てる。 

 

２ 輸出管理責任者は、輸出管理責任者の業務を補佐する輸出管理マネージャーを任命することができ

る。 

 

３ 輸出管理責任者は、輸出管理統括責任者の指示の下で、輸出管理に関する次の各号に揚げる業務を

行う。 

（１）輸出管理統括責任者の指示、連絡、要請等の周知徹底に関する業務 

（２）輸出管理手続に関する業務 

（３）輸出管理の教育に関する業務 

（４）輸出管理手続に係る教職員等からの相談に関する業務 

（５）該非判定（一次審査）に関する業務 

 

※ 輸出管理責任者は必ずしも１名とすることはなく、キャンパス毎、学部等毎、業務毎(国際系、学

務系、会計系、産学官連携系等)あるいはそれらを複合するなど柔軟に、実質的かつ効率よく輸

出管理が可能な体制を、構築する必要がある。 

※ 文系単科大学などでは、輸出管理統括責任者を省略し、輸出管理責任者を最高責任者が直接

管理するなど、実情に合わせた工夫が望まれる。 

２項 

※ マネージャーも前出のアドバイザーと同様の役割を担うものとして想定している。なお、キャンパ

スが隔地であるなど分業を強いられる場合などでは、輸出管理責任者の分任的職責として専任

化活用することなども考えられる。 

３項（４） 

※ 「相談窓口」を別途設けるなどの工夫があってもよい。 

 

第４章 手続 

 

(該非判定) 

第９条 以下の輸出等を行おうとする教職員等は、リスト規制技術等について該非判定を受けなければ

ならない。 

（１）非居住者に対する研究施設の案内や国内外で技術の提供を行う場合で、以下のものを含む。 
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・本邦へ入国後６ケ月を経過していない外国人留学生又は外国人研究生に対して公知でない技術の情報

等を用いて授業や指導を行う場合 

・国内外で打合せ又は会議を行う場合 

・国内外で電子メールやファクシミリに資料、図面、データ、プログラムを記載又は添付して送信する場合 

・研究等に必要な機器の発注に際して海外の企業等に所属する非居住者に仕様書、図面、データ等を送

付する場合 

（２）海外の大学、研究機関又は企業と研究契約等を締結する場合 

（３）貨物を輸出、又は手荷物として国外に持ち出す場合。 

 

※ 本条では、例外なく全ての該非判定を行うこととしているが、先に例外規定等を適用することで相

対的に該非判定案件を減らす事なども考えられる。 

※ （経済産業省の CP モデル）では(輸出管理責任者が該非判定を行う)として判定実施の義務規定

となっているが、大学では、輸出を行う教職員を起点にして、(該非判定を受ける)義務を負うとし

た方が現実的である。 

（2） 

※ 一般的な契約書では具体的な輸出や技術提供まで規定するには至らないと考えられるが、契約

書に因を発する個々の輸出・技術提供の案件に影響する原契約ともなりうるため、ひな型の(第

14 条契約書への明示)と同様の趣旨を契約書条文中に包括的に記載しておくことは、契約の締

結当初に十分に吟味される必要がある。 

 

２ 前項の該非判定は、次の方法により行うものとする。 

（１）学内で設計・開発した貨物の輸出又は当該貨物に関連のある技術の提供を行う場合は、輸出等を行

おうとする教職員等は、別に定める安全保障輸出管理の事前のチェックリストにより判定を行い、別に定め

る該非判定書を作成の上、輸出管理責任者へ提出する。 

（２）輸出管理責任者は、前号の該非判定書及び当該該非判定書に添付される技術に関する資料により最

新の外為法等に基づいてリスト規制技術等に該当するか否かの判定（以下「一次審査」という。）を行う。 

（３）学外から調達した技術等に係る輸出等について該非判定を行う場合は、輸出管理責任者は、当該技

術等の調達先から該非判定書を入手する等の方法により、適切に該非判定を行う。ただし、当該調達先か

ら該非判定書等を入手しなくても判定できると認められる場合には、本学の責任において該非判定を行う

ことができる。 

（４）前 2 号の場合において、輸出管理責任者は，該非判定の結果について輸出管理統括責任者に提出す

る。 

（５）輸出管理統括責任者は、前号の判定結果の提出があった場合は、その判定内容について審査し、承

認の最終決定（以下「二次審査」という。）を行う。 

 

２項（１） 
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※ 輸出管理責任者を複数設置している場合においては、その業務区分の仕方によって、判定対象

となる貨物等及び技術等を適切に判断する輸出管理責任者が取り扱うよう、書き分けが必要。 

 

(用途確認) 

第１０条 第９条の規定に該当する輸出等を行おうとする教職員等は、安全保障輸出管理チェックリストに

より、当該輸出等の相手先、当該需要者等について次の各号に該当するか否かを確認しなければならな

い。 

（１）リスト規制技術等については、当該輸出等に係る技術若しくは貨物が大量破壊兵器等の開発等若しく

は大量破壊兵器等の開発等以外の軍事用途に用いられる、又はこれらのおそれがあること。 

（２）キャッチオール規制技術等については、当該輸出等に係る技術又は貨物が大量破壊兵器等の開発等

に用いられるおそれがあること。 

 

※ チェックリストではなく、別途実施手順書などマニュアルとして定める方法もある。 

※ 輸出管理責任者（経済産業省 CP モデル）ではなく、現場の教職員等に確認義務を負わす方が、

現実的である。 

 

(需要者等確認) 

第１１条 第９条の規定に該当する輸出等を行おうとする教職員等は、安全保障輸出管理チェックリストに

より、当該輸出等の相手先、当該需要者等について次の各号に該当するか否かを確認しなければならな

い。 

（１）経済産業省が作成する外国ユーザーリストに記載されていること。 

（２）大量破壊兵器等の開発等を行う、又は行ったことが入手した資料等に記載されていること、又はその

情報があること。 

 

※ 輸出管理責任者（経済産業省 CP モデル）ではなく、現場の教職員等に確認義務を負わす方が、

現実的である。 

 

(取引審査) 

第１２条 輸出等を行おうとする教職員等は、その輸出等が以下に該当する場合は、別に定める「審査票」

を作成の上、輸出管理責任者の一次審査を受けた後、輸出管理統括責任者に審査を申請する。なお、当

該取引を行うか否かの最終判断は、輸出管理統括責任者が行う。 

（１）第９条の該非判定の結果、外為令別表の１の項から１５の項、又は当該貨物等が輸出令別表第１の１

の項から１５の項に該当する場合。 

（２）第１０条第１号又は第２号のいずれかに該当する場合。 

（３）第１１条第１号又は第２号のいずれかに該当する場合。 

（４）経済産業大臣から許可申請をすべき旨通知を受けた場合。 

（５）本項の第１号から第３号に該当するか否か不明の場合又は疑義がある場合。 
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２ 審査票には、仕向地、貨物等の名称、該非判定結果、需要者、用途、取引経路等を記載し、審査に必

要な書類を添付するものとする。 

 

３ 審査票を起票するに当たっては、取引の内容を事実に即して正確に記入しなければならない。 

 

４ 国内取引であっても、輸出等されることが明らかな場合には、第１項と同様の手続を行うこと。 

 

５ 輸出等を行おうとする教職員等は、輸出管理統括責任者の承認を得ることなく、当該取引を進めてはな

らない。 

 

(外為法等に基づく許可の申請等) 

第１３条 輸出管理統括責任者は、前条（取引審査）における承認後、外為法等に基づく経済産業大臣の

許可を受けなければならない輸出等については、学長名により所定の申請書及び添付書類を作成し、経

済産業大臣に対して許可申請を行うものとする。 

 

２ 教職員等は、外為法等に基づく許可が必要な輸出等については、経済産業大臣の許可を取得しない

限り当該輸出等を行ってはならない。 

 

(契約書等への明示) 

第１４条 第１２条第１項に該当する技術等の提供を行う場合は、原則として契約書等の書面による約定の

取り交わしを行わなければならない。これらの契約書等には、日本政府の許可を受けなければならない技

術の提供又は貨物の輸出については、許可を取得するまでは発効しない旨又は許可を取得できないもの

は、本契約の対象から除く旨並びに大量破壊兵器等の開発等に転用しないこと及び許可の条件を遵守す

ることを明示し約定することを基本とする。 

 

※ この条文は経済産業省 CP モデルにはないが、セーフティネットとして記載を考慮すべきである。 

 

第５章 出荷管理 

 

(貨物の出荷管理) 

第１５条 輸出等を行おうとする教職員等は、第９条（該非判定）及び第１２条（取引審査）の手続が行われ

たこと並びに出荷される貨物(自らが海外に持出すハンドキャリー貨物を含む。)が該非判定等の書類の記

載内容と同一のものであることを確認しなければならない。また、外為法等の許可が必要な貨物の輸出の

場合には、経済産業大臣の許可が取得されていることを確認しなければならない。 
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２ 輸出管理責任者は、輸出時に前項の輸出等を行おうとする教職員等による確認がされていない場合は、

直ちに当該輸出の手続きを取り止め、輸出管理統括責任者へ報告するものとする。 

 

３ 輸出管理責任者は、通関時に事故が発生した場合は、直ちに輸出手続を取り止めて輸出管理統括責

任者へ報告する。輸出管理統括責任者は、事実関係を把握し、輸出通関停止の指示を含む適切な措置を

講じる。 

 

※ 輸出管理責任者（経済産業省 CP モデル）ではなく、輸出者に確認義務を負わす方が、現実的で

ある。 

２項 

※ 輸出管理責任者が輸出者の行為を確認した後でなければ輸出できないシステムを作る必要があ

る。 

 

(技術提供管理) 

第１６条 教職員等は、技術の提供を行う場合、第９条に規定する該非判定及び第１２条に規定する取引

審査の手続が行われたこと、並びに外為法等に基づく許可を受けなければならない技術の提供を行う場

合は、経済産業大臣の許可が取得されていることを確認しなければならない。 

 

２ 輸出管理責任者は、輸出時に前項の輸出等を行おうとする教職員等による確認がされていない場合は、

直ちに当該輸出の手続きを取り止め、輸出管理統括責任者へ報告するものとする。 

 

※ 輸出管理責任者（経済産業省 CP モデル）ではなく、技術を提供する教職員等に確認義務を負わ

す方が現実的である。 

※ 輸出管理責任者が技術を提供する教職員等の行為を確認した後でなければ輸出できないシス

テムを作る必要がある。 

 

第６章 監査 

 

(監査) 

第１７条 輸出管理統括責任者は、本学の輸出管理が本規程に基づき適正に実施されていることを確認す

るため、監査を定期的に行う。 

 

※ 業務監査の監査項目に輸出管理を入れること等により定期的に行うことが可能となる。また、業

務改善のためのモニタリングなどの手法を導入することも有効である。 

 

 

第７章 教育 
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(教育) 

第１８条 輸出管理統括責任者及び輸出管理責任者は、外為法等及びこの規程の遵守の重要性を理解さ

せ、確実な実施を図るため、教職員等に対し、計画的に教育を行う。 

 

第８章 文書管理 

 

(文書管理又は記録媒体の保存) 

第１９条 輸出等手続きに関連する書類は、事実に基づき正確に記載しなければならない。 

 

２ 規制対象技術等の提供等に係る文書又は記録媒体は、技術が提供された日又は貨物が輸出された日

から起算して、少なくとも７年間保管しなければならない。 

 

※ 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス(大学・研究機関用)平成 22 年 2 月案では、「安全

保障貿易管理を確実に行うことが重要と考えられる武器及び大量破壊兵器関連（輸出令別表第

１及び外為令別表の第１項から第４項）の貨物の輸出又は技術の提供に係るものについては少

なくとも７年間、それ以外でも通常兵器関連（輸出令別表第１及び外為令別表の第５項から第１６

項）の貨物の輸出又は技術の提供に係るものについては少なくとも５年間と設定することが望ま

しいと考えられます。」と記載。5 年保存と 7 年保存を分けて規定する事も考えられる。ただし、ファ

イリング及び廃棄時に余計な手間がかかる事も想定される。 

※ 第６条において輸出管理統括責任者が保管することとしているが、大学個々の事情により、輸出

等を行った教職員等または所属部署に保管させる事も考えられる。ただし、この場合、所在情報

を適切に共有するシステムを考慮すべきである。 

 

第９章 附置研究所及び海外事務所等の指導 

 

(附置研究所及び海外事務所等の指導) 

第２０条 輸出管理統括責任者は、規制技術等の輸出等を行う附置研究所及び海外事務所等に対し、実

情に即した指導を行う。 

 

※ 該当する事務所等がない場合や、附置研究所等その他組織に輸出管理責任者等の体制を整え

る場合は、この条文は不要。 

 

第１０章 報告 

 

(報告) 
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第２１条 教職員等は、外為法等又はこの規程に対する違反の事実を知った場合又は違反のおそれがあ

る場合には、その旨を輸出管理統括責任者に速やかに報告しなければならない。 

 

２ 輸出管理統括責任者は、前項の報告内容を調査し、外為法等に違反している事実が判明した場合又は違

反のおそれがあることを知った場合は、輸出管理の最高責任者に報告する。最高責任者は、学内の関係部

署に対応措置を指示するとともに、遅滞なく関係行政機関に報告するものとする。 

 

※ 場合により、本条調査及び行政機関への報告に関する手順・手続きを定める要項などを準備す

る必要がある。 

 

第１１章 罰則 

 

(罰則) 

第２２条 故意又は重大な過失により本規程に違反した者及び関係者は、国立学校法人○○○大学職員

就業規則等による処罰の対象とする。 

 

※ (○○大学職員就業規則等)の部分では、非常勤やパート等に関連する就業規則を列挙する例も

ある。 

※ (職員就業規則等)の部分は、(懲戒規則等)に置き換えて規定することも一考である。 

※ この条文で特に規程を謳わずに、単に処罰の対象とだけ謳い、別に罰則規程を含めた要項やマ

ニュアルを作成する例もある。 

 

第１２章 事務 

 

(事務)  

第２３条 輸出管理に関する事務は、関係部署の協力を得て、○○○○○○（部署）において処理する。 

 

※ この条文は、専任輸出管理部署を定めない場合の表記例である。このように専任輸出管理部署

を定めずに統括窓口としての事務部署を定めた場合には、関係部署の積極的な関与を担保する

ことはもちろん、ワンストップでサービス提供できる体制の確保が必要となる。また、輸出管理手

続き等の相談窓口を設置するなど、教職員の疑義に即時に対応できる体制作りも重要である。 

 

 

第１３章 雑則 

 

(雑則) 

第２４条 この規程に定めるもののほか、輸出管理に関し必要な事項は、別に定める。 
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附 則 

この規程は、平成○○年○○月○○日から施行する。 
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輸出管理責任者へ該非判定書提出

第11条取引審査

第9条用途確認

第10条需要者確認

輸出管理統括責任者 輸出管理アドバイザー（任意）

輸出等を行おうとする者

該非判定書作成

一次審査（リスト規制技術等に該当/否かの判定）

学外からの場合は、基本、調達
先から該非判定書を入手

輸出管理統括責任者へ該非判定結果提出

二次審査

審査票作成

輸出等を行おうとする者

一次審査の後

輸出管理統括責任者へ審査票申請

該当する場合
許可申請書作成

該当する場合
経済産業省に対して許可申請

承認

審査票受領

該当する場合
経済産業省から許可取得？

輸出管理マネージャー（任意）輸出管理責任者

第8条該非判定
安全保障輸出管理の事前のチェックリストによる該非判定

①用途確認（リスト規制技術等/キャッチオール規制技術等）

②需要者確認（外国ﾕｰｻﾞｰﾘｽﾄ/大量破壊兵器等資料に記載）

輸出中止

輸出管理マネージャー（任意）

輸出管理統括責任者へ報告

輸出管理統括責任者 輸出管理アドバイザー（任意）

第12条外為法等に基づく許可の申請

輸出等を行おうとする者

輸出

輸出管理責任者へ報告

確認できない
場合

確認

①該非判定がなされているか

②取引審査がなされているか

③記載内容と同一か

必要な場合
④経産省の許可が取得されているか

第13条貨物の出荷管理

輸出管理責任者

該当する場合？

大学における輸出管理フロー ver.1
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輸出管理責任者へ該非判定書/審査票提出

第9条用途確認

第10条需要者確認

輸出管理統括責任者 輸出管理アドバイザー（任意）

輸出等を行おうとする者

該非判定書作成

一次審査（リスト規制技術等に該当/否かの判定）

学外からの場合は、基本、調達
先から該非判定書を入手

輸出管理統括責任者へ該非判定結果/審査票提出

二次審査

該当する場合
許可申請書作成

該当する場合
経済産業省に対して許可申請

承認

審査票受領

該当する場合
経済産業省から許可取得？

輸出管理マネージャー（任意）輸出管理責任者

第8条該非判定
安全保障輸出管理の事前のチェックリストによる該非判定

①用途確認（リスト規制技術等/キャッチオール規制技術等）

②需要者確認（外国ﾕｰｻﾞｰﾘｽﾄ/大量破壊兵器等資料に記載）

輸出中止

輸出管理マネージャー（任意）

輸出管理統括責任者へ報告

輸出管理統括責任者 輸出管理アドバイザー（任意）

審査票作成

第12条外為法等に基づく許可の申請

輸出等を行おうとする者

輸出

輸出管理責任者へ報告

確認できない
場合

確認

①該非判定がなされているか

②取引審査がなされているか

③記載内容と同一か

必要な場合
④経産省の許可が取得されているか

第13条貨物の出荷管理

第11条取引審査

輸出管理責任者

該当する場合？

大学における輸出管理フロー ver.2
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（決裁欄）※海外研修の場合のみ使用 

       

       

下記のとおり承認してよろしいか伺います。 起案：平成  年  月  日  承認：平成  年  月  日 

 

海外渡航調書（案） 

（□外国出張 □海外研修 □休職渡航） 

所属  職  

氏名  性別  

用務  

用務先国名  

期間（移動日を含む） 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

渡航費の出所  

滞在費の出所  

国内緊急連絡先 

※緊急時の連絡にのみ使用 
 

安全保障貿易管理 

※別紙○により確認する 

・懸念事項なし□ 

・懸念事項あり□ → ○○課に報告（必須） 

  概要： 

 

その他 本務との関連有□ ／ 不在中の職務補充済□ ／ 管理運営面の支障無□ 

日 程 表 

年月日 発着地名（国名） 訪問先 滞在日数 用務 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

用務先国名を選択式で記入する場合の書式例 

 用務先国名（該当するものに○印を記入） 

 

A グループ 

（ホワイト国：適正な輸出管理が行われている国） 

アイルランド、アメリカ合衆国、アルゼンチン、イタリア、英国、オーストラリア、

オーストリア、オランダ、カナダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、韓

国、チェコ、デンマーク、ドイツ、ニュージーランド、ノルウェー、ハンガリー、フ

ィンランド、フランス、ベルギー、ポーランド、ポルトガル、ルクセンブルク 

 

B グループ 

（国連武器輸出禁止国・地域） 

アフガニスタン、コンゴ民主共和国、コートジボワール、イラク、レバノン、リベリ

ア、北朝鮮、シエラレオネ、ソマリア、スーダン 

 

C グループ 

（外国ユーザーリスト該当国） 

イスラエル、イラン、インド、北朝鮮、シリア、台湾、中国、パキスタン、アフガニ

スタン 

 

D グループ 

（上記に該当しない場合は、以下に国名記入） 
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平成  年  月  日 

大学間交流協定締結申請書 

 

○○大学長  殿 

（責任部局の長） 

 

 

締結する協定の種類・内容 □協定書 □覚書  主な内容（        ） 

責任部局における担当教員
（主）部局名：         職：     氏名： 

（副）部局名：         職：     氏名： 

関係部局における担当教員

部局名：         職：      氏名： 

部局名：         職：      氏名： 

部局名：         職：      氏名： 

部局名：         職：      氏名： 

責任部局における承認年月

日及び会議等の名称 
年  月  日／会議等の名称： 

相手方機関 国名：       機関名：        設置形態： 

相手方機関の概要（特色，

教職員数，学生数，学部数

等） 

 

 

 

 

 

 

安全保障貿易管理 

（別紙○により確認する）

□懸念事項なし  

□懸念事項あり（ありの場合、○○部○○課に報告） 

取扱い本文中 4(1)に係るチ

ェックリスト及び補足説明

□ ４（１）① 相手方機関との間で，本学の複数学系にまたがる複数

部局による交流実績がある又は今後それを計画している 

  説明： 

 

 

 

□ ４（１）② 相手方機関が教育・研究について国際的又は国内的に

高い評価を得ている 

  説明： 
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協定締結申請に至るまでの

経緯 

 

 

 

 

 

 

協定締結が必要な理由，見

込まれる効果 

 

 

 

 

 

 

今 

後 

の 

交 

流 

計 

画 

研究者の派遣・受入計

画，共同研究計画 

 

 

 

 

 

 

学生の派遣・受入計画

 

 

 

 

 

 

添付資料 

□協定書（案） 

□覚書（案） 

□相手方機関に関する各種資料（英語以外の言語の場合は抄訳添付） 

※ 記入欄の拡大・別紙添付可 
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平成  年  月  日 

大学間交流協定更新申請書 

 

○○大学長  殿 

（責任部局の長） 

 

更新する協定の種類 □協定書   □覚書 

責任部局における担当教員
（主）部局名：         職：     氏名： 

（副）部局名：         職：     氏名： 

関係部局における担当教員 部局名：         職：      氏名： 

責任部局における承認年月

日及び会議等の名称 
年  月  日／会議等の名称： 

相手方機関 国名：            機関名：  

安全保障貿易管理 

（別紙○により確認する）

□懸念事項なし  

□懸念事項あり（ありの場合、○○部○○課に報告） 

交流の実績（過去３年間）

○受入，派遣の実績（人）： 

交流内容 年 年 年 合計 

研究者受入/派遣 / / / / 

学生受入/派遣 / / / / 

その他受入/派遣 / / / / 

 

○共同研究・シンポジウム等の実績： 

 

（別紙資料添付可） 

交流による成果 

 

 

 

協定更新が必要な理由 

 

 

 

今 

後 

の 

交 

流 

計 

画 

研究者の派遣・受入計

画，共同研究計画 

 

 

 

学生の派遣・受入計画

 

添付資料 □協定書（案）   □覚書（案） 

※ 記入欄の拡大・別紙添付可 
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平成  年  月  日 

 

発 明 届 出 書 

 

○ ○ 大 学 長   殿 

 

所 属 

職 名 

氏 名           印 

 

下記発明について，国立大学法人○○大学職務発明規程第〇条の規定に基づき届出

します。 

 

記 

 

１ 発明の名称 

２ 共同発明者の所属，職名，氏名（共同発明の場合は，代表者が届け出ることとし，共同発明

者全員の所属，職名，氏名を記載し，発明に関する寄与率が明らかな場合は，その率を併記すること。） 

３ 研究課題 

４ 使用した研究費 

５ 使用した研究設備 

６ 民間等外部機関との共同研究の場合における合意予定の持分案及びその理由

（持分案について当該外部機関共同研究員との合意書を添付すること。） 

７ 外国出願 

(1)  出願理由 

(2)  出願希望国（２カ国以上ある場合は，優先順位を付けること。） 

８ 安全保障貿易管理（別紙○により確認する） 

    懸念事項なし□  懸念事項あり□（ありの場合、○○課にチェックリスト提出）  

（特許出願後１年６ヶ月の非公開期間中第三者に情報を開示する際には、秘密保持契約の他、安

全保障貿易に関する手続きが必要になる場合があるので、○○課まで事前に確認する。） 

９ その他参考となる事項（必要に応じて記入のこと。） 

１０ 添付書類 

(1)  発明の経過及び内容説明書 

(2)  図面 

(3)  発明評価書（発明者が自己評価したもの） 

(4)  その他参考となる書類 

 

（注） 記の２に関して，民間等外部機関との共同研究の結果，共同して発明を行った場合は，共同発明者

全員について括弧書のとおりとする。  
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参考資料 輸出管理 DAY for ACADEMIA

2011 年度に学・研究機関の体制の整備状況や運用上の課題の把握、および情報の共有とネッ

トワー クの形成を図るためにアンケー ト調査を実施した。調査では、課題の把握のほか、関係機関

に対する輸出管理制度手続き等の要望事項を提言としてとりまとめを行い、関係機関に提出

した。

この提言の内の一つの実現に向けて、平成 25 年 3 月 1 日には UCIP 加盟大学である芝浦

工業大学の豊洲キャンパスにおいて「輸出管理 DAY for ACADEMIA」（主催：輸出管理デ

ー・フォー・アカデミア実行委員会、共催：UCIP・特定非営利活動法人産学連携学会・芝

浦工業大学・九州大学）を開催した。
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【平成24年度役員等】

理事長 前田 秀一郎 山梨大学 学長 (平成21年度～平成22年度 UCIP副理事長）
副理事長 下条 文武 新潟大学 学長 (平成21年度～平成22年度 UCIP理事長）
常務理事 田中 正男 山梨大学理事（企画・評価・「国際・大学知財本部コンソー シアム担当）／副学長
理事 新藤 久和 山梨大学理事（学術研究・産学官連携・「グロー バル人材育成」担当）／副学長、産学官連携・研究推進機構長
理事 仙石 正和
理事 大久保 政博 新潟大学 研究支援部長
監事 三浦 義正 信州大学理事（研究・財務・産学連携・国際交流担当）／副学長

有識者 牛久 健司 牛久特許事務所 所長

有識者 菊池 純一 青山学院大学 教授

有識者 渡辺 琢也

有識者 眞島 幸平 新潟市東京事務所 所長

事務長 小暮 純生 山梨大学特任教授

【歴代役員等】
理事長 貫井 英明 山梨大学長 (平成20年度 UCIP理事長）
副理事長 長谷川 彰 新潟大学長（平成20年度 UCIP副理事長）
理事 窪田 洋二 山梨大学産学官連携・研究推進機構部長
理事 山中 弘美 新潟大学研究支援部長
監事 中村 高遠 静岡大学理事／副学長
監事 柳澤 正 静岡大学理事（社会・産学官連携担当）／副学長

有識者 宮部 勝弘

有識者 佐藤 猛行

有識者 鈴木 亨 新潟市東京事務所 所長

有識者 石塚 里栄子 新潟市東京事務所 所長

作業部門構成員 ◎ ：部門リー ダー ○ ：部門サブリー ダー

◇ ：部門委員 ※ ：連絡調整者

作業部門

法務調
査研究

国際活
動支援

人材養
成支援

情報収
集発信

新藤 久和 ◇ ○

田中 正男 ◎ ○

産学官連携・研究推進部長（教授） 窪田 洋二 ◇ ◎ ○

産学官連携・研究推進部地域連携室長（准教授） 還田 隆 ◇ ○ ○

産学官連携・研究推進部 研究支援課長 山田 徹 ◇ ◇ ◇ ○

産学官連携・研究推進部 研究支援課 課長補佐 田中 理 ◇ ○ ○

産学官連携・研究推進部 研究支援課 研究支援GL 望月 泉 ◇ ○

産学官連携・研究推進部 研究支援課 名取 裕貴 ◇ ◇ ○

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 深澤 綾 ◇ ◇ ◇ ○

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 奥脇 勝也 ◇ ○

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 田中 未来和 ◇ ○

大学院医学工学総合研究部臨床研究開発学講座（教授） 岩﨑 甫 ◇ ○

教学支援部 入試課長 原 哲夫 ◇ ○

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 知財マネー ジャー （講師） 高田 誠 ◇

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 知財マネー ジャー （助教） 薬袋 良一 ◇ ※ ◇

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 知財マネー ジャー （助教） 河西あゆみ ◇ ◇

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 小清水陽子 ◇ ◇

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 矢納 庸子 ◇

産学官連携・研究推進機構 知的財産戦略室 豊角 敬子 ◇

産学官連携・研究推進機構 地域連携室 荻野 修邦 ◇

産学官連携・研究推進部課長 阿久津 力 ◇ ◇

産学官連携・研究推進部課長（現：信州大学研究支援課長） 山名 貴之 ◇ ※ ◇ ◇ ◇

教学支援部 進路支援室長 宝示 一男 ◇

附属クリスタル科学研究センター 教授 木野村暢一 ◇

新潟県 産業労働観光部 産業振興課長
新潟県 産業労働観光部 産業振興課長

組織

理事／産学官連携・研究推進機構長

理事／企画・評価・「国際・大学知財本部コンソー シアム」担当

平成24
年度担

当
大学名 所属 氏名

新潟大学理事（研究担当）／副学長

山梨大学

新潟県 産業労働観光部 産業振興課長

企画
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作業部門

法務調
査研究

国際活
動支援

人材養
成支援

情報収
集発信

副学長（国際、社会連携、情報化推進担当） 西村 伸也 ◇ ○

大久保 政博 ◇ ◇ ○

知的財産創成センター 教授 尾田 雅文 ◇ ◎ ○

知的財産創成センター 教授 辰巳 政弘 ◇ ○ ○

産学地域連携推進センター 教授 松原 幸夫 ◇ ◎ ○

東京事務所 教授 黒瀬 昭博 ◇ ◎ ○

研究支援部 産学連携課長 中嶋 昭雄 ◇ ◇ ○

研究支援部 産学連携副課長 大熊 忠 ◇ ○ ○

研究支援部 産学連携課 知的財産係長 大橋 一洋 ◇ ◇ ○

研究支援部 特任専門職員 中村 久美子 ◇ ◇ ◇ ◇ ○

研究支援部 産学連携課 係長 小林 孝夫 ◇ ○

研究支援部 産学連携課 専門職員 小嶋 英人 ◇ ○

研究支援部 産学連携課 中川 裕介 ◇ ○

研究支援部 特任専門職員 長谷川 佐知子 ◇ ◇ ◇

研究支援部 産学連携課 主任 五十嵐 義和 ◇

研究支援部 産学連携課 小島 恵李子 ◇

研究支援部 特任専門職員 磯 仁美 ◇ ◇ ◇

研究支援部 産学連携副課長 尾坂 康弘 ◇ ○

冨井 直人 ◇ ◇

山中 弘美 ◇ ◇

江口 昌男 ◇

松原 亜子 ◇ ◇ ◇

産学連携課副課長 冨田 悟 ○

木村 孝彦 ◇

産学連携課産学連携係長 清水 紀之

荒木 勝重 ◇ ◇

田村 達也 ◇

井関 慶喜 ◇

学術情報部情報企画課長 渡辺 文雄 ◇

大矢 浩之 ◇

産学連携課産学連携係長 雲崎 雄次

産学連携課副課長 川崎 伸輔 ◇ ○

研究支援部 産学連携課 北村 文乃 ◇ ○

研究支援部長

産学連携課長

研究支援部長

新潟大学

産学連携課

知的財産本部

産学連携課長

産学連携課

産学連携課

産学連携課

産学連携課主任

大学名 所属 氏名 企画
平成24
年度担

当
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作業部門

法務調
査研究

国際活
動支援

人材養
成支援

情報収
集発信

イノベー ション社会連携推進機構 副機構長 教授 木村 雅和 ○

産学連携支援課長 藤井 康聡 ○

安全保障輸出等管理室学術研究員 河合 孝尚 ◇ ○

イノベー ション社会連携推進機構学術研究員 縣 真理子 ◇

イノベー ション社会連携推進機構学術研究員 藤縄 祐 ◇ ◇

イノベー ション共同研究センター 副センター 長教授 林 正浩 ◇

伊藤 悟 ○

学術情報部産学連携チー ム主査(産学連携担当) 鈴木 健太

鈴井 篤也 ※

尾形 嘉則

橋本 誠一郎 ◇

知的財産本部副本部長 特任教授 出崎 一石 ○

学術情報部産学連携チー ム副課長 村松 祐

学術情報部産学連携チー ム副課長 中村 幸夫 ◇

神谷 直慈 ◇ ◇ ○

豊洲学事部 産学官連携・研究支援課長 杉山 修 ◇ ○

学長室員 教授 工学博士 塩嵜 忠 ◇ ○

情報システム部 部長 遠藤 桂一 ◇ ○

豊洲学事部 産学官連携・研究支援課 塩川 真澄 ○

学術情報センター 部長 田川 博幸 ◇

連携推進部 産学官連携課 塚田 喜彦 ◇ ○

連携推進部 産学官連携・研究支援課長 神田純一郎 ◇

学術情報センター 部長 山崎 達朗 ◇

連携推進部 産学官連携課 客員准教授 西山 正

総合企画部国際交流担当次長 丁龍鎮 ◇

連携推進部 産学官連携課 向井博 ◇

豊洲学事部 産学官連携・研究支援課 木村 美穂 ◇ ○

米山 重之 ○ ○

堀 健二 ◇ ○

井桁 貞一 ◇ ○

㈱ キャンパスクリエイト社長 安田 耕平 ○

㈱キャンパスクリエイト ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙGPリー ダー 李瑩玉（ﾘ ｴｲｷﾞｮｸ） ○

(事務連絡担当） 研究協力課産学連携係 茂木 利貞 ○

山名 貴之 ◇ ◇ ◇ ○

産学官連携推進本部知的財産支援部門研究員 小林 円 ◇ ◇ ◇ ○

研究推進部産学官地域連携課 課長補佐 征矢 昌博 ○

輸出監理室 課長補佐 池田 勉 ◇ ○

久高みどり ◇ ○

地域共同研究センター 准教授 南澤 俊孝 ◇

松田 陽子 ◇

産学官連携推進本部講師 杉原 伸宏 ◇

産学官地域連携課主査 土屋 雅紀

産学官連携推進本部長補佐 山﨑淑夫 ◇

産学官地域連携課主査 市ノ瀬 篤実 ○

研究支援課長

輸出監理室

輸出監理室

知的財産本部

知的財産本部 特任准教授 技術移転トレー ナー

学術情報部産学連携チー ム主査(知的財産担当)

学術情報部産学連携チー ム主任

知的財産本部 特任教授 知財トレー ナー

知的財産本部 特任准教授 知財トレー ナー

産学官連携ｾﾝﾀｰ知的財産部門知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ（特任教授）

産学官連携ｾﾝﾀｰ知的財産部門 （特任教授）

産学官連携ｾﾝﾀｰ知的財産部門知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ（特任教授・弁理士）

芝浦工業大学

静岡大学

信州大学

電気通信大学

大学名 所属 氏名 企画
平成24
年度担

当
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作業部門

法務調
査研究

国際活
動支援

人材養
成支援

情報収
集発信

小倉 基一 ◇ ○

中田 修二 ◇ ○

石黒 正路 ◇ ○

重松 亨 ◇ ○

高中 紘一郎 ◇ ◇ ○

茂木 弘邦 ◇ ○

島名 達也 ◇ ○

渡辺 健太郎 ◇ ◇ ○

廣川 泰士 ◇ ○

後藤 博

森山 英恵 ◇ ○

（オブザー バ） 鈴木 一如 ◇ ○

村上 武志 ◇ ◇ ○

片桐 大輔 ◇ ○

土倉ひとみ ◇ ○

長谷部 ◇ ○

竹内 一正

榑林 陽一 ◇ ○

文 健 ◇ ○

長井 勝典 ○

大澤 清一 ◇ ○

松岡 浩司 ◇ ○

亀山 輝男 ◇ ○

土井 昭人 ◇

吉田 剛 ○

事務長 （山梨大学 産学官連携・研究推進機構 特任教授） 小暮 純生 ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ○

事務局員 （山梨大学 産学官連携・研究推進機構 特任助教） 堀井 香理 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ○

後藤 史子 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ○

事務局 (山梨大学調査専門職員) 小林 聡 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ○

高橋由布子 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（連絡調整担当） 研究推進部連携推進課産学官連携グルー プ 専門職員

産学連携・知的財産機構 技術移転推進部 特任准教授

事務局

研究機構オー プンイノベー ションセンター 長（教授）

研究機構オー プンイノベー ションセンター
知的財産部門長（理工学研究科教授）

研究協力部研究協力課長

研究協力部研究協力課長

（連絡調整担当） 研究協力部研究協力課主査

連携創造本部 特命助教 産学連携特別研究員

事務局員

産官学連携推進センター 契約・知財担当 事務部庶務課 企画係 主任

(連絡調整担当）

(連絡調整担当） 学術国際部産学連携課 副課長

連携創造本部 副本部長（教授）

産官学連携推進センター 契約・知財担当 事務部基盤整備課 研究支援係

産官学連携推進センター 専門職員

産官学連携推進センター 広報担当 事務部基盤整備課 研究支援係

学術国際部産学連携課 知財総務係 主任

産学連携・知的財産機構 技術移転推進部 特任教授／知財活用ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

客員教授 広域大学知財アドバイザー
（新潟県大学連携知的財産管理ﾈｯﾄﾜｰｸ連絡会）

産学連携推進本部統括知的財産マネー ジャー （産学官連携フェロー ）

安全保障輸出管理マネー ジャー

産官学連携推進センター センター長 応用生命科学部 学部長・教授

産官学連携推進センター 運営委員 応用生命科学部 教授

産官学連携推進センター 運営委員 薬学部 教授

産官学連携推進センター 事務長 事務部庶務課 課長

産官学連携推進センター 契約・知財担当
事務部基盤整備課研究支援係 係長

千葉大学

UCIP事務局

横浜国立大
学

新潟薬科大学

神戸大学

埼玉大学

大学名 所属 氏名 企画
平成24
年度担

当

̶ 154 ̶



ｄ 






